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はじめに

本文書は、計算科学フォーラムから、2022年発行を目指して執筆されていた「計算科学ロードマップ

2022」のうち、気象学・気候学分野に関連する部分のみを抜粋した文書である。今日（2023年 12月 4日）

現在、「計算科学ロードマップ 2022」は、2024年春の発行を目指して、執筆推敲作業が行われているとこ

ろである。本文書は、「計算科学ロードマップ 2022 (2024?)」が公開され次第、公開終了を予定している。

本文書は、2030年頃の計算機を使ったサイエンステーマとそれを達成するための課題について記述し

たものである。前回までの「計算科学ロードマップ」との大きな違いは、海洋の節が加わったことであ

る。また、昨今、発展が著しい AI・機械学習についても、これまでよりも紙面を割いて取り上げた。

執筆は、世話人が各節毎に代表執筆者を決めて依頼し、代表執筆者お一人、もしくは、共同執筆者と分

担して執筆いただいた。テーマの偏りや分野全体の傾向や目標を反映しきれなかったところがあれば、世

話人の不得の致すところである。是非、世話人までお知らせ頂きたい。次回以降の執筆に活かしていけれ

ばと考えている。

（文責：足立）
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2 第 1章 序論

はじめに

本文書は、計算科学フォーラムから、2022年発行を目指して執筆されていた「計算科学ロードマップ

2022」のうち、気象学・気候学分野に関連する部分のみを抜粋した文書である。今日（2023年 12月 4日）

現在、「計算科学ロードマップ 2022」は、2024年春の発行を目指して、執筆推敲作業が行われているとこ

ろである。本文書は、「計算科学ロードマップ 2022 (2024?)」が公開され次第、公開終了を予定している。

本文書は、2030年頃の計算機を使ったサイエンステーマとそれを達成するための課題について記述し

たものである。前回までの「計算科学ロードマップ」との大きな違いは、海洋の節が加わったことであ

る。また、昨今、発展が著しい AI・機械学習についても、これまでよりも紙面を割いて取り上げた。

執筆は、世話人が各節毎に代表執筆者を決めて依頼し、代表執筆者お一人、もしくは、共同執筆者と分

担して執筆いただいた。テーマの偏りや分野全体の傾向や目標を反映しきれなかったところがあれば、世

話人の不得の致すところである。是非、世話人までお知らせ頂きたい。次回以降の執筆に活かしていけれ

ばと考えている。

（文責：足立）
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4 第 2章 各計算科学分野の課題

2.1 気象・気候

2.1.1 分野の概要

毎年、世界各地でさまざまな気象災害の発生が報告されている。2021年は、ヨーロッパ南部や米国南

西部を含む北半球各地で顕著な高温が観測され、米国南西部では「50年に 1回以下」の極端な乾燥に見

舞われた。一方、2019年から 2021年にかけて、インドや中国、ヨーロッパ中部などで記録的な大雨が観

測され、死亡者や行方不明者が多数発生した*1。国内においては、2018年 7月猛暑による熱中症患者の

発生、2019年の台風 19号（東日本台風）や令和 2年 (2020年)7月豪雨、2021年 7月の東海地方・関東

地方南部を中心とした大雨に伴う日本各地での河川の氾濫や熱海での土砂災害は、記憶に新しいところで

ある。これらの気象災害リスクは、地球温暖化に伴う気候変動により、より一層高まることが懸念されて

いる。実際、過去のいくつかの事例については、事後解析により、地球温暖化が発生リスクを高めたこと

が指摘されている [1]。

気象災害や将来気候変化を事前に予測し、リスク回避のための情報を提供することは、本分野の重要な

役割の一つである。このためには、日々の天気予報から数十年先の気候の予測まで、幅広い時間スケール

での予報・予測精度向上が求められる。これを達成するには、予報予測技術の発展はもちろんのこと、実

験や観測、理論に基づき、様々な時空間スケールをもつ大気現象の理解をより一層高めることが不可欠で

ある。数値モデルによる数値実験は、これらを押し進めるための強力なツールの一つである。現在、気

象・気候分野のシミュレーションモデルの使途は、天気予報、および、気候の再現・予測に大別すること

ができる。以下では、当分野での数値シミュレーションの歴史を紹介するとともに、世界的な取り組みや

最近の動向について述べる。

大気の数値シミュレーションの歴史は古く、Richardson (1922)[2]の手動計算による数値天気予報の試

みまでさかのぼる。Richardson (1922)の試み自体は、天気予報にとって重要ではない高周波のノイズが

原因で失敗に終わったが、初期値にノイズを含まない客観解析、およびノイズをダンプするシミュレー

ションモデルの必要性が主張された [3]。現代においても、数値天気予報の精度はシミュレーションモデ

ルとその初期値を提供する客観解析の二つの精度に依存する。大型計算機の発展とともに、数値計算手法

や初期値を作成する客観解析技術の向上、水平解像度や鉛直層数の増強、アンサンブルメンバー数増強な

どが行われ、数値天気予報システムの性能はこれまで継続して向上してきた [4]。

一方、気候モデルの歴史は、1 次元モデルを用いて、大気の放射バランスを計算した Manabe and

Wetherald (1967)[5]にさかのぼる。真鍋らはこの論文の中で、数値モデルを用いて地球のエネルギーバ

ランスを解き、大気の気温の鉛直分布を再現した。また、同じ論文の中で、大気中の二酸化炭素濃度を 2

倍に変化させると地表平均気温が 2.36度上昇することを示し、二酸化炭素の気候影響について、定量的

に評価した。また、その後、真鍋らは、3次元の全球モデルの開発も行い、この際に用いられた 3次元モ

デルが、現在広く使われている地球温暖化予測モデルの原型となった [6]。これらの功績により真鍋らは

2021年のノーベル物理学賞に選ばれた。最初の気候モデルは大気と放射のみの計算であったが、その後、

雲、乱流、陸面、海洋などが加わり、最新の地球システムモデル (Earth system model, ESM)では、化

*1 https://www.data.jma.go.jp/gmd/cpd/monitor/annual/annual_2020.html

https://www.data.jma.go.jp/gmd/cpd/monitor/annual/annual_2020.html
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学物質やエアロゾル、炭素循環も組み込まれている (e.g., [7], [8])。

全球気候モデルの開発は世界各地で行われており、社会経済シナリオや温室効果ガスシナリオなど、統

一した条件で計算した結果を比較するプロジェクト (結合モデル相互比較計画; CMIP: Couplede Model

Inter-comparison Project)が 1995年より行われている [9]。これは、観測データの乏しい過去や将来気

候の計算結果を異なるモデル間で比較することで、信頼性の高い情報を得るだけでなく、予測情報に含ま

れる不確実性や気候モデルに対する理解を深める目的で行われている。CMIP に提出された気候データ

は広く公開され、それを解析して論文として出版された知見は、気候変動に関する政府間パネル (IPCC:

Intergovernmental Panel on Climate Change)評価報告書や特別報告書の根拠となっている。*2 これら

の活動は今後も計画されており、さらなる解像度の向上や、発生頻度の低い極端事象も捉えるためのアン

サンブル数の増強、海洋の予測データの拡充などが望まれている。

これまでの気象予報や気候予測をさらに発展させた取り組みとして、近年、地球のデジタルツインであ

る”Digital Earth”の構築が提唱され [10]、欧州において大型プロジェクト (Destination Earth)が開始さ

れるととともに、WCRP（World Climate Research Programme; 世界気候研究計画）において今後 10

年を見据えた Digital Earths Lighthouse Activity が開始されている。Digital Earthは利用可能なあら

ゆる観測データを統合し、数値モデルやデータ科学の力を借りながら、過去・現在の地球の気候状態を仮

想世界上に可能な限り忠実に再現し、さらに未来を予測しようという試みである。未来についてはユー

ザ-がシナリオを自在に選択することで政策の効果を定量的に検証することが可能となる。Digital Earth

は精緻な気象・気候モデルを前提としており、近年急速に実用化が進んでいる高解像度の全球雲解像モデ

ル [11]と密接に関連している。全球雲解像モデルの気候モデル化を求める声も高まっている [12]が、膨

大な計算コストとともに、膨大な出力データの取り扱いが研究のボトルネックとなっている。シミュレー

ションから解析までを同じプラットフォームで行う “Digital Earth”は、この問題に対しても有効と期待

される。

気候計算など、より長期な予測を行う場合には、初期値の精度よりも、大気とともに気候システムを形

成する海洋や陸域、生物圏などのモデル内での扱いが予測結果において重要な要素となってくる。例え

ば、海洋は大気に比べて流れは緩やかであるが熱容量が大きいため、長期の気候変動に対して重要な役割

をもつ。人間活動によるさまざまな化学物質の大気中への放出は、放射過程や雲微物理過程等を介して大

気および地表面の物理化学過程に大きな影響を与えうる。また、高濃度の大気汚染物質に長期間曝露され

ることにより呼吸器系疾病の発病率や植物の枯死、農作物の収穫量減少など、地表動植物の生態系にも広

く影響を及ぼす。さらには、黄砂をはじめとする土壌粒子中に含まれる鉄分や降水を介した栄養塩供給に

より海洋生態系にも大きく影響する。これら、各要素の気候への影響についての理解を深め、各モデル要

素の精緻化を進めるとともに、気候影響の定量的な評価を行なっていくことも重要な課題である。

この他、夏の猛暑に対する工学分野で発展してきた建物解像モデルを用いた都市域内での熱環境評価、

土砂を含む河川モデルなどによる大雨に起因する土砂災害・洪水被害などの複合災害評価、また、社会シ

ステムモデルやエージェントモデルによる気象災害による人的被害や経済リスクの評価、日本近海の海流

情報を利用したスマート水産業や洋上発電などさまざまな分野との連携も進んでおり、気候変動適応策の

*2 直近では、気候変動やその影響、また気候変動の緩和についてまとめた IPCC 第 6 次評価報告書 (AR6) が 2021 年から
2022年にかけて発表されたところである。



6 第 2章 各計算科学分野の課題

観点からも、分野の垣根を超えた研究が今後ますます発展していくものと期待される。

2.1.2 長期目標と社会貢献

気候気象分野の社会貢献としては、日々の天気予報と防災情報の提供、及び、将来の気候変化に対する

適応策や影響評価のための将来気候予測情報の提供にある。そのため、これらの予測精度の向上に向けた

新たな数値スキームの提案や高度化、その根拠となる各現象の理解を進めていく必要がある。以下では、

数値天気予報、将来気候予測、モデルの精緻化の視点から、長期目標と社会貢献について述べる。

近年、顕著な気象による自然災害が激甚化しており、今後更に災害が深刻化するおそれが懸念されてい

る。気象災害防止と軽減のため、数値予報の精度向上が求められる。特に、近年の大雨に伴う災害では線

状降水帯が寄与していることが多く、気象庁は「線状降水帯の発生・停滞の予測精度向上により、集中豪

雨の可能性を高い確度で予測する。特に、明るいうちからの避難など、早期の警戒と避難を可能にする」

という目標を掲げている [13]。しかし、最も解像度の高い局地モデル (LFM: Local Forecast Model)で

あっても、線状降水帯を半日程度前から時間と場所を絞って予測することは依然困難である。予測の精度

向上には、個々の積乱雲を表現するための高解像度化、高い解像度に適した物理過程の開発、海上の水蒸

気量や風などの予報モデルの初期状態の精度向上などが課題である [13]。

台風防災も気象庁の 2030年に向けた主な開発項目*3の一つであり、観測データの充実とともにモデル

の精緻化が重要な課題となっている。地球観測技術は年々高度化しており、数多くの人工衛星や地上観測

装置が開発されている。そのデータ量は１世代前のものに比べて数十～百倍と、まさにビッグデータであ

る。それ故、膨大な観測データを効率的にシミュレーションに取り込むデータ同化システムの開発も必要

である。

一方、将来気候予測においては、世界の機関と協力して気候変動問題に貢献していくことが、気象気候

分野に課された重要な課題である。2021年 8月に公表された IPCC 第一作業部会 (WG I)による第 6次

評価報告書 (AR6) では、「人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がな

い」という強い表現で人間活動の気候への影響が断言された [14]。このような背景のもと、全球気候モデ

ルは、気候変動予測に対する科学的理解の増進に加え、温暖化の進行そのものを止める緩和抑制策の立案

や温暖化への対策立案に資するデータ創出への貢献という大きな役割を担っている。

気候モデルに生態系の働きなどを組み入れた地球システムモデル (ESM)では、温室効果気体の排出に

よる気候変化のみならず、二酸化炭素の海洋吸収による海洋酸性化、農作物や生物燃料栽培、あるいは都

市化に伴う土地利用変化の環境影響など、様々な問題を包括的に取り扱うことができる。こうした問題は

伝統的な気候科学の範疇では取り扱えず、農学や社会経済など多様な分野の研究者との協働が必要とされ

る。さらに、社会問題としての地球環境問題に対処するためには一般社会における利害関係者の意見も聞

きながら問題設定を行う必要がある。専門性を高め取り扱う問題を厳密に定義することで知見を集積し発

展してきた従来型の科学とは異なるアプローチが必要になる。こうした状況に対し、社会経済分野で発達

してきた統合評価モデル（将来想定シナリオの策定などに用いられる）と、ESMとを結合した地球シス

テム-社会経済結合モデルを開発することで、有用なツールを提供できる。完成したツールを通じ、多様

*3 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tecdev/nwp_strategic_plan_towards_2030.html

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tecdev/nwp_strategic_plan_towards_2030.html
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な分野、セクターを巻き込んだコミュニケーションを促進して、連携を深めることが可能になると期待さ

れる。

また、温暖化適応策のための気候予測情報においては、全球を対象とした気候モデルでは計算機資源の

制約により、現在において、最も高解像度のモデルでも格子間隔は 20km程度である。この解像度では、

細かな地形の影響を受ける降水や地表面状態の影響を直接受ける気温などについて、高い再現精度が望め

ない。そこで、日本周辺など対象となる特定領域のみを高解像度の領域モデルで計算したり、統計的なモ

デルを用いて高解像度化（ダウンスケーリング）したりすることで、適応策のための領域気象情報を作成

している。ダウンスケーリングで予測される気候情報の信頼性向上のためには、全球モデル及び領域モデ

ルの両方の再現性や予測精度を向上させていく必要がある。それと同時に、ダウンスケールによって計算

された地域気候予測結果に含まれる不確実性の要因の理解と定量的評価も気候情報の信頼性に不可欠であ

る [15, 16, 17]。

気象災害につながるような極端現象など、出現率の低い現象の発生確率や将来変化の予測においては、

予測結果の信頼性を統計的に評価するのに十分なサンプル数を確保する必要がある。国内においては、世

界に先駆けて力学的ダウンスケーリングとアンサンブル実験によって温暖化の影響評価のための大規模

データセット d4PDF[18]を作成し、様々な分野での影響評価に役立てている [19]。今後は、モデルの精

緻化・高解像度化と気候予測のアンサンブル数の増加のどちらも向上させていく必要がある。

上記の数値天気予報、および、気候変動予測で用いる気象・気候モデルの再現や予測性能に対する信頼

度を現状よりも高めていくためには、モデルそのものの高度化・精緻化が必要である。気象・気候モデル

の高度化・精緻化は、2つの方向がある。1つは、対象とする領域を覆うメッシュを細かくする「高解像

度化」、もう 1つは、物理プロセスの精緻化である。気象・気候モデルにおける物理プロセスとは、格子

サイズで解像可能なスケール以上の大気の流れを計算する力学過程以外の計算を扱うプロセスのことを指

す。また、物理プロセスの精緻化には、高解像度化や物理モデルの精緻化が進むにつれて、従来の手法の

適応限界を超えるため、新たに物理モデルを開発する意味での精緻化と、従来の気象・気候モデルでは計

算資源の制約から考慮に入れることができなかった物理過程を取り入れる精緻化がある。

個々の現象を物理的に正しく再現するという観点からは、モデルの高解像度化はストレートなアプロー

チである。地球大気は全球規模の大スケール（～10,000km）から雲・乱流といった小スケール（10m以

下）の現象が相互に作用する複雑な系である。特に水平解像度を数 km程度まで高めると、対流圏全層に

渡る深い鉛直対流がモデル格子で直接解像され始め、雲・降水システムの表現が質的に大きく向上する

[20, 21]。このような雲解像（cloud-resolving）モデルでは、雲・循環・放射の相互作用を物理的に整合し

た方法で表現できるため、現在の気候モデルでは不確定性が大きい雲の気候感度の見積りに加え、対流活

動が活発な熱帯の気象現象の理解向上や台風などの予測の向上につながることが期待できる。さらに水

平・鉛直解像度を 100m程度以下まで微細化できれば乱流の一部が解像されはじめる。モデルで乱流を陽

に扱えるようになれば（Large-eddyシミュレーション, LES）、大気境界層の表現が飛躍的に向上し、現

在では直接的な再現が難しい、下層雲を含む全球の雲の高さや光学的厚さの分布について、自励的に再

現されることが期待できる。このような全球 LESが気候スケールで実用的になれば、雲と気候の相互作

用に対する理解が飛躍的に進展すると予想される。さらに、2030年頃に実用化が期待される技術として、

雲が持つ電荷や雷を直接計算し、雷頻度を直接予報する「気象雷モデル [22, 23]」がある。これが実用化

されれば、現在は雷警報や雷活動度といった抽象的な物理量による予報しか存在していない雷の予測を雷
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頻度や電荷の分布の予報に繋げることができるだけでなく、雷による電気設備への被害や航空機への被雷

被害低減という点で、社会に対して大きな貢献となる。

気候モデルによる長期気候変動の予測の向上においては、大気モデルだけでなく、海洋モデルや化学モ

デルの高精度化も必須である。気候モデルの海洋コンポネントモデルで、全球をほぼ同じサイズの格子で

覆う場合、CMIP6 に参加している我が国のモデルの格子幅は 100km 程度、海洋高解像度版でも 25km

程度と、世界で最も細かいモデルの格子サイズ（約 10km）より粗い。将来の CMIPを見据えて、5年後

を目標に、全球 10km解像度の海洋モデルを組み込んだ気候モデルの構築を目指す。海洋モデルの高解像

度化により、黒潮やメキシコ湾流などの西岸境界流の表現が大きく向上することが期待される。さらに

は、海洋モデルの精度向上により、気候予測だけでなく、実用面から社会的に重要視されている北極域や

日本近海の海流情報の提供も期待される。一方、大気微量成分の大気中での動態およびその気候的影響を

正しく評価するためには、大気中で物質がどのように運ばれ消えていくのか、すなわち 1) 地表・海洋表

面上などから大気への排出および植物等による吸収、2)輸送過程、3) 変性過程、4) 沈着過程の諸過程と、

大気中における放射過程とをなるべく精緻に評価する必要がある。モデルの高解像度化に加えて、諸過程

への理解を深め、それらのモデルへの取り込みを継続して進めていく。

2.1.3 課題とその解決に必要な計算手法・アプリケーション

気象・気候モデルは、大気モデルを中心に、用途に応じて海洋・海氷、陸地、雪氷、化学・エアロゾル、

陸域・海洋生態系、といった多くの要素モデルを含む（図 2.1）。大気モデルは力学コアと物理スキームか

ら構成され、力学コアでは運動方程式や熱力学の式を用いて各格子点における物理量を予報する。物理ス

キームでは、力学コアの方程式の適用対象外、もしくはモデル格子以下（サブグリッド）の現象がもたら

す熱・運動量・水物質の輸送や相変化を計算する。特に放射、雲・降水、乱流プロセスが重要である。天

気予報のような短期積分では初期値が重要であり、モデルの改良とともに観測データを利用してモデルの

第一推定値を修正するデータ同化システムが重要である。一方、気候予測のような長期積分では、海洋・

海氷をはじめとする要素モデルの重要性が相対的に増す。

気象・気候モデルに共通する特徴として、ソースコード（多くの場合は Fortran）の総行数が O(105～

106)程度と大規模であるとともに、演算密度の低い（=高 B/F比の）コンポーネントが多数あり、特に

力学コアや 3 次元物理スキーム・要素モデルでは時間ステップごとに全通信や袖通信を必要とする。ま

た、どこかのコンポーネントに浮動小数点演算量と処理時間が偏っていることがない（=Flat Profile）。

その結果、データを移動させる時間や最適化の甘い計算ループがソースコードの至る所でボトルネックと

なっている。対策としては、浮動小数点演算の低精度化やデータの局所化といったデータ移動を削減する

高速化施策が積極的に進められてきた。また、出力データの増大（ペタバイトクラス）も大きな課題であ

り、シミュレーションから解析までを同じプラットフォーム上で行うことも検討されている。

気象・気候モデルが目指す方向性として、大アンサンブル化、高解像度化、長期積分化、複雑化という

軸がある。この中で大アンサンブル化は capacity computing であることから達成は比較的容易であり、

今後も急速な発展が見込まれる。アンサンブル数に比例して増大する出力データサイズおよびファイル

数への対応や、解析・可視化における並列化が課題である。高解像度化については基本的には capability

computingであり、格子ステンシル計算のような演算が局所化されたモデルであれば、格子数に比例して
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図 2.1 気象・気候モデルで考慮されているプロセスの模式図。気象庁ホームページ

（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/whitep/1-3-1.html；2022年 7月 7日閲覧）より。

ノード数を増加させる（weak-scaling問題）ことで技術的には比較的容易に達成できる。ただし、一般的

に高解像度化によって時間刻みを小さくする必要があるため、計算時間が増加することに注意する必要が

ある。また、高解像度化に応じて利用する数値解法や物理スキームを再検討する必要がある（後述）。長

期積分については現在、水平格子サイズが O(102km)の気候モデルを利用することが一般的であり、高解

像度モデルの長期積分は計算時間がかかりすぎるという問題がある。全体の問題サイズを変えずにノード

数を増加させる（strong-scaling問題）必要があるが、これにより並列性確保が困難になるとともに通信

時間が増大するため、計算時間の削減は限定的である。複雑化については、予報変数の増加によるメモリ

使用量増大への対処や、異なるタイプのモデルを連成させるためのカップラ技術の開発が課題である。

気象・気候モデルは、扱う対象に応じて全球モデルと領域モデルに分類される。全球モデルは天気予報

から気候予測まで幅広く用いられ、領域モデルは天気予報や全球モデルからの力学的ダウンスケールなど

の用途で用いられる。また、高解像度化による現象の忠実な再現を重視するか、実用的な気候予測情報の

創出を重視するか、日々の天気予報の改善を重視するか、といった観点から、気象・気候分野では複数の

タイプのモデルが開発されてきた経緯がある。以下では便宜上、（1）全球高解像度モデル、（2）全球気候

モデル、（3）領域気候モデル、（4）現業数値予報モデル、に分けてモデルの特徴と課題を述べる。

(1)全球高解像度モデル（3.1.1.1節）は、数 kmもしくはそれ以下の格子サイズを用いた全球モデルであ

る。力学コアとして格子ステンシル計算を採用し、高い weak-scaling性能を確保している。また、積雲ス

キームといった任意性を生む物理スキーム（パラメタリゼーション）を極力排除し、物理法則に沿ってス

ケール間相互作用をシームレスに取り扱うことが強みである。国内では NICAM、MSSG、SCALE-GM

などが開発されており、ここでは代表アプリとして NICAMを取り上げる。NICAMは各時代のフラグ

シップマシンにおいて世界最高解像度のシミュレーションを達成し、富岳では全球 200mシミュレーショ

ンに挑戦中である。また、O(103)クラスの大アンサンブルシミュレーションによる延長予報・季節予測

研究も活発である。気候モデルとしての利用は発展途上であるが、特に欧米ではモデルの全面的な書き換

えを含む高速化の取り組みが急速に進んでいる。
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(2) 全球気候モデル（3.1.1.2節）は、気候の再現および予測を重視した全球モデルである。積雲対流ス

キームをはじめとする半経験則に基づく物理スキームを多用し、地球のエネルギーバランスを保つようパ

ラメータ・チューニングされている。これにより、海洋モデルと結合して 100年以上の積分を安定的に実

行することが可能である。IPCC報告書のベースとなる気候予測データの創出やイベント･アトリビュー

ション研究、領域モデルの親モデルとしての利用など、温暖化の影響評価や適応策の研究において幅広く

用いられている。さらに、生態系の働きなどを組み込んだ地球システムモデルを温暖化の緩和抑制策へ

用いる動きも活発である。このタイプのモデルはMIROC、およびMRI-ESMが国内主要モデルである。

これらのモデルは一般にスペクトル法を用いており、特に高解像度化した場合に集団通信にかかる時間の

占める割合が増大する。

(3) 領域気候モデル（3.1.1.3節）は、日本域など領域を限定して総演算量を削減し、その代わりに空間

解像度を高めて、精度の高いシミュレーションを行うモデルである。モデルとしての特徴は (1) と同様で

あり、格子ステンシル計算であることから weak scaling性能は高い。解像度は、現在は数 km程度であ

るが、空間詳細な地形や土地利用を表現したり、積雲を格子で解像するためには数百 m以下が、都市域

の熱環境評価ではさらに細かい数十 m以下が必要とされており、水平・鉛直分割によるノード増加が有

力な高速化手法である。高解像度における領域気候のパフォーマンスへの影響調査や適切なスキームの検

討が今後の課題である。また、現在、領域モデルは、将来気候変化に対する適応策検討への貢献が大変期

待されている。モデルで計算された気候予測情報の信頼性向上のため、予測結果に含まれるシナリオやモ

デルエラーなどに由来する不確実性の定量的な理解を進めていくことも重要である。代表アプリとして取

り上げる SCALE-RMの他、NHMやその後継の asuca ((4)を参照)、WRF、CReSSなどが領域モデル

として研究コミュニティでは広く用いられている。

(4) 現業数値予報モデル（3.1.1.4 節）は、実際の天気予報システムに組み込まれている気象モデルで

ある。信頼性および迅速性を最も重視し、日々の予報サイクルを通じてモデルの再現性・予測性能は厳

しくチェックされている。初期値が重要であることから、客観解析の基盤技術であるデータ同化（後述）

の重要性が高い。確率分布の非ガウス性を考慮した O(105) スケールのアンサンブル同化による顕著現

象予測や、水平 100m 格子以下の超高解像度化による現象の再現性向上などが次のマイルストーンであ

る。フラッグシップマシンは 10年先の現業マシンと同程度の性能であり、フラッグシップマシンで得ら

れた知見を現業に生かす Research to Operation (R2O)や、現業システム・データの研究現場への提供

といった Operation to Research (O2R)が近年ますます重視されてきている。代表アプリとして領域モ

デル asucaを取り上げる。

以上の気象・気候モデルを構成する力学コアおよび物理スキームの高度化は、モデル全体の性能を決め

る重要な課題である。特に気象・気候モデルの高解像度化がさらに進んだ場合、各物理プロセスの前提と

なる仮定が崩れることで従来の手法の適応限界を超えてしまう場合が生じる。例えば、力学コアとして多

くのモデルで採用されている 2次精度の空間差分式では、数値誤差が LESにおけるサブグリッドスケー

ルの渦粘性項の寄与を上回ってしまうことが指摘されている [24]。また、物理スキームについては特に乱

流、放射、および雲微物理過程の高度化を検討する必要がある（3.1.2.1節）。乱流過程の計算については、

境界層内の対流や乱流の取り扱いに関するグレーゾーン [25]に相当する水平メッシュサイズ 100m～1km

が今後主流となってくるため、このスケールでの乱流の取り扱いについて検証や知見を積み重ねる必要が

ある。さらに解像度 100mスケール以下での LESを気象気候に適用することを見据え、湿潤過程を考慮
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した理論の再構築が必要である。

放射過程に関しては、気象・気候モデルにおいて広く用いられている放射伝達モデルは、平行平面大気

を仮定して、光の伝達方向を上下方向のみに近似する 2流近似を用いているものが多いが、LESモデル

が対象とする高解像度スケールにおいては、平行平面大気の仮定が成り立たず、斜めに光が入る効果を考

慮する必要がある。LESスケールを念頭に、3次元的に放射伝達を計算する 3次元放射伝達モデルの開発

をするとともに、どの程度の解像度から 3次元的な放射を考慮しなければならないかを明確にすることに

も取り組んで行く必要がある。また、現状の気象モデルでは、雲の中における氷相の雲粒の微物理特性

（雲粒の大きさや形状、密度）を経験的に仮定しているのが現状であり、このことが計算の不確実性を生

む原因となっている。氷相の微物理特性を直接計算する雲モデル（Habit予測型ビン法 [26]や、超水滴法

[27, 28]の開発を進めていく必要がある。さらに、雲に関連して気象雷モデルの実用化も今後進展すると

見込まれる。これらはいずれも予報変数すなわち必要メモリ量の増大を招くとともに、物理スキームの 3

次元化に伴う全通信が計算速度のボトルネックとなりうる。ターゲットとなるスケールよりもさらに解像

度の高い超高解像度実験や詳細で非常に計算量の多い物理過程スキームによる実験結果をベースに新しい

理論の構築をしたり、それらを教師データとしてスキームそのものを機械学習で置き換えるという試みも

想定される。

大気化学モデル（3.1.2.2節）や海洋モデル（3.1.2.3節）も気象・気候モデルを構成する重要な要素モデ

ルである。大気化学モデルはエアロゾルを含む様々な化学物質の動態を計算するコンポーネントである。

特に気候・化学相互作用や大気汚染の観点から重要であるとともに、最近は COVID-19や原発事故に対

する高い即応性も求められている。国内では MIROC-ESMおよび MRI-ESMが主要モデルであり、こ

こでは代表アプリとしてMIROC-ESMに含まれる CHASER (MIROC-CHASER) を取り上げる。予報

化学種のトレーサー数に応じて計算負荷が高まり、特に移流過程と光化学反応過程についてアルゴリズム

改良が今後の課題である。

海洋は大気に比べて大きな熱容量を持つとともに、CO2 やメタンを吸収するため、長期の気候変動を

扱う場合に海洋モデルは不可欠な要素モデルである。特に、顕著な南北熱輸送を担う黒潮やメキシコ湾

流・北大西洋海流を正確に表現するためには水平解像度 10km程度が必要とされ、最新の気候モデルにお

いても未だ実用化されていない。また、温暖化の影響を強く受ける北極海や日本近海の海流情報に対する

産業界からのニーズの高まりを受け、北極海だけを高解像度化した海洋ネスティングモデルや、日本近海

を 500m程度まで高解像度化としたモデルの開発も進められている。海洋 100m格子モデルについては非

静力学コアの導入を検討する必要がある。

データ同化による初期値の推定は、数値天気予報における最も重要な技術の一つである。特に、災害を

もたらす顕著現象を精度よく予測するためには、モデルおよび観測の高い時空間解像度、およびアンサン

ブル同化システムの大アンサンブル化が必要となる。また、確率分布の非ガウス性を考慮した新しい手法

（粒子フィルタ、機械学習）の検討が進められている。さらに、計算コスト削減のため単精度演算や超解

像技術の活用、モデル物理過程の機械学習による置き換え、機械学習を用いたデータ同化手法の改善、と

いった点も検討課題である。ここでは代表アプリとして NICAM-LETKFを取り上げる。アンサンブル

データ同化は行列演算であり、アンサンブル数の増大とともに演算量は劇的に増大する。また、データ量

だけでなくファイル数の増大にも耐える必要がある。データ同化・データサイエンスについては 3.1.3節

で詳述する。
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以上のような課題は、気象・気候モデル開発者だけでは解決は難しく、技術トレンドとのギャップを橋

渡しする必要もある。従って、コデザインを通じた気象・気候モデル開発者とハード開発者の協調設計

は、これまで以上に重要になってくるだろう。技術トレンドと気象・気候モデルの対応については 3.1.4

節に詳述する。また、コデザインのプロセスに携わることができる気象・気候モデル開発者が不足してい

るという問題もあり、大学や学会において人材育成に向けた取り組みが行われている。

2.1.4 ロードマップ

図 2.2参照。

2.1.5 必要な計算機資源

2032年頃における課題解決のために必要な計算機資源の見積りを行い、代表的アプリケーションにつ

いて、図 2.3に記載する。また、計算機資源の見積りの詳細は第 3.1節に記載している。
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2032～2030～2028～2026～2024～2022～年代
課題

全球規模での
高解像度予測

全球気候

シミュレーショ
ン

気象庁
システム

気
象
予
報 超高解像度シ

ミュレーション

アンサンブル
データ同化

領域気候予測

3次元放射伝
達モデル
（3D-RD)物

理
モ
デ
ル

精緻な雲モデ
ルの開発

気象雷モデル
の実用化

大気化学

海洋
(長期気候予
測)

データ同化
機械学習

地球システムモデルによる
強結合データ同化システムの開発

地球システムモデルによる
強結合データ同化実験

ハインドキャスト実験と高速化
モデルの検証と改良

適応データ
セット公開

適応データ
セット公開更
新用モデル
高解像度化

適応データ
セット創出、
公開

全球LESモデル開発/全球200m実験

O(103)アンサンブル予報実験

全球雲解像10年気候実験

全球100m実験（LES）

O(103)アンサンブル全球雲解像予報実験

全球雲解像100年気候実験

全球雲解像地球システムモデル開発 全球雲解像地球システム実験

気候モデル・ESMによる10年規模予測シ
ステム開発

次期適応データセット仕様検討、モデル開発

気候モデル・ESMによる10年規模予測シ
ステム実験

地球システム-社会経済結合モデル開発 地球システム-社会経済結合モデル開発

3D-RDの開発
気象モデルへの実装

精緻な雲モデルの開発と実事例での実行に向けた高度化

結合モデルを用いた
小スケールでの数値実験

実問題での数値実験

日本全体を対象とした予測
全球モデルへの拡張

実問題での数値実験

特定の地点を対象
とした実証実験

海洋全球10kmの気候モデル

北極3-5km/全球25kmの
気候モデル

日本近海500m(多重ネスト）の海洋モデル
左記モデル
のアンサン
ブル実験 日本近海100mの海洋非静力モデル

高解像度データ同化手法の開発
（解像度100m以下）

データ同化とAIの融合研究 AIを使った新しいデータ同化手法の開発

高解像度データ同化手法の開発
（解像度10m以下）

1km狭領域
LFM試験運
用ハイブ
リッドデータ
同化導入

LFM
予報時間
延長

LFM
高解像度化

LEPS
運用開始

水平解像度<100m級LESの利用

LFM改良
LEPS改良

アンサンブルデータ同化導入

水平解像度<50m級LESの利用

asuca-based EnVar, EnKFの
開発

全現業データ同化（5km)
高解像度化(〜1km)

様々な観測データの利用拡大・利用手法改良（断続的に実施）

非ガウス性10万メンバー
同化

エアロゾル
モデルの
高度化

高解像度衛
星データを用
いた高解像
度輸送検証

化学反応系
の精緻化

精緻化された
モデルでの
O(1km)での
イベント実験

精緻化されたモデルでの
長期計算

O(103m)でアンサンブル気候計算

O(102m)で現在気候再現実験

O(102ｍ)で
アンサンブル
気候計算O(102m)で気候実験

図 2.2 気象・気候分野のロードマップ
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(a) (b) (c) (d) (e) (f) (g) (h) (i) (j)

課題 アプリケーションの名称 概要と計算手法 問題規模 ケース数
計算時間
/ケース
(hour)

演算量/
ケース

(EFLOP)

メモリ量/ケー
ス (PB)

メモリ転送量
／ケース

（EB）

ストレージ
量/ケース

(PB)

総演算量
(EFLOP)

要求性能
(PFLOPS)

要求メモリバン
ド幅 (PB/s)

全球規模での高
解像度予測（全球
LES）

NICAM
有限体積法、完全圧縮
非静力学モデル

格子点数：4兆（水平解像度
110m、鉛直400層）、ステップ数
70万（dt=0.25秒、2日積分）

1 336 340000 51 714000 29 340000 281.1 590.3

領域気候予測 SCALE
有限体積法、完全圧縮
非静力学モデル

格子点数: 6億(水平解像度1km、
鉛直60層)、ステップ数3億(dt=6
秒、60年積分)

90 6 8700 0.0017 6800 24 783000 402.8 314.8

数値天気予報（超
高解像度シミュ
レーション）

asuca
有限体積法、完全圧縮
非静力学モデル

格子点数：5兆（水平解像度30m
（5万×5万格子）、鉛直200層）、
ステップ数500万（dt=0.1秒、6日
積分）

1 24 23000 1.5 0.327 23000 266.2

大気化学 MIROC-CHASER
スペクトル法、静力学モ
デル＋化学モデル

格子点数：1200万（水平解像度
80km、鉛直60層）、ステップ数530
万（dt=1分、10年積分）

1 14000 40 14000

データ同化 NICAM-LETKF

大気モデル：NICAM（上
述）、アンサンブルデー
タ同化：LETKF（行列演
算）

格子点数：43億（水平解像度
3.5km、鉛直94層）、サイクル数
1440（1時間毎、2ヶ月）、アンサン
ブルメンバ数1000

2 576 448000 1.4 559872 15 896000 216.0 270.0

(k) (l) (m) (n) (o) (p) (q) (r) (s) (t)

アプリケーションの名称 要求ファイルI/O性能 (TB/s)
想定する
ノード数

通信にか
けてよい

時間
（％）

主要な通
信

パターン
(プルダウ
ンより選

択)

通信サイズ

ネットワーク
バンド幅／

ノード
（PB/s）

レイテン
シ

（μs）

オンチップ
メモリ容
量(MB)

算出方法 B/F

NICAM 0.6 655360 10 隣接通信

7.8MB/node/
step （1ノード
あたり水平
2^7×4方向
×400層×20
変数×2回）。
ステップ数70
万よりトータ
ル
2.6TB/node

2.10E-08 要求なし 要求なし

前回
ロード
マップか
ら外挿

2.1

SCALE 4 10000 10 隣接通信
72MB/node/
step

3.51E-04 要求なし 要求なし

富岳で
の実行
結果をも
とに算出

0.78

asuca 隣接通信

MIROC-CHASER

NICAM-LETKF 80 100000 2 all_to_all
3PB/データ
同化1サイク
ル

4.77E-07 1.2

図 2.3 気象・気候分野：代表的アプリケーションの要求性能
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3.1 気象・気候

本節では気象・気候分野における 2032年頃に解決すべき科学的課題についてその課題の内容とアプリ

ケーション・計算機資源について詳細を述べる。2.1.3節で述べたように、気象・気候モデルは、扱う対

象や目的に応じて複数のタイプのモデルが開発されてきた。3.1.1節ではそれぞれのタイプのモデルを用

いたシミュレーションについて詳述する。これらのモデルに含まれる物理プロセスや海洋や化学といった

要素モデルの改良も重要な課題であり、3.1.2節で取り上げる。発展が著しい AI（人工知能）の活用を含

むデータ同化・データサイエンスについては 3.1.3節で述べる。近年の気象・気候モデル開発に大きな影

響を与えているハードウェアの動向について 3.1.4節で解説する。

3.1.1 気象・気候シミュレーション

3.1.1.1 全球高解像度シミュレーション

背景

全球大気を水平格子サイズ数 km以下で解く数値モデルは、大循環から深い対流までをシームレスに解

き、マルチスケール相互作用が重要な役割を果たす多くの気象現象の再現と予測にとって有用なツールで

ある。特に台風は、現象全体の水平スケールは数百 kmスケールであるが、眼の構造は 10～数十 km程度

のスケールを持つ。また、台風の発生は数千 kmスケールの環境場による影響が大きいことから、台風の

理解と予測において全球高解像度モデルが果たす役割は大きい。また、台風は日本を含む東・東南アジア

や北米において甚大な人的・経済的損失をもたらしており、台風の動向や予測に対する社会的な関心は高

い。日本国内では、2019年台風 19号（東日本台風）（死者・行方不明者 108人）、2011年台風 12号（同

98人）、2004年台風 23号（同 98人）のように、近年においても 100人規模の死者・行方不明者が発生

している*1。海外に目を向けると、2008 年のサイクロン・ナルギス（ミャンマー：同 13 万人）、2013 年

の台風 30号（フィリピン：同 6千人）のように、特に東南アジアの発展途上国において台風は未だに膨

大な数の人命を奪っている。

防災・減災や温暖化適応策の観点から、台風をはじめ豪雨や暴風といった極端現象について、様々な時

間スケールの予測を改善する努力が続けられてきた。例えば、1週間程度先までの決定論的な台風予報に

ついては、進路予報の精度は長期的には向上している*2が、近年は頭打ちの兆しがある。台風強度の予報

精度向上はさらに難しく、観測データの充実とともにモデルの精緻化が重要な課題となっている。気象庁

は 2030年に向けた数値予報技術開発重点計画の主な開発項目*3の一つとして台風防災を掲げており、台

風予報研究は気象庁と研究者の連携強化のもとで重点的に進められている。週を超える台風予報や月・季

節スケールの台風発生傾向の予測については研究段階であり、モンスーンや偏東風波動、季節内振動、上

層の寒冷渦といった台風発生と関連が深い現象の理解と予測が重視されている。また、季節予測では海洋

予測の重要性が増してくる。気候スケールでは、地球温暖化によって強い台風の割合が増加する傾向が最

*1 令和３年版防災白書（内閣府）：http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/r3.html

*2 https://www.data.jma.go.jp/fcd/yoho/typ_kensho/typ_hyoka_top.html

*3 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tecdev/nwp_strategic_plan_towards_2030.html

http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/r3.html
https://www.data.jma.go.jp/fcd/yoho/typ_kensho/typ_hyoka_top.html
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tecdev/nwp_strategic_plan_towards_2030.html
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新の IPCC第 6次評価報告書 (AR6)においても予測されている [1]。しかし、海盆毎、地域毎の台風予測

については不確定性が大きい。近年の観測に基づく研究においても、東アジアに上陸する台風の強度の増

加 [2]、東京に接近する台風の増加 [3]、台風移動速度の鈍化 [4]などの傾向が既にみられると指摘されて

おり、温暖化適応策の観点からも信頼性の高い将来気候予測が求められている。

近年、地球のデジタルツインである “Digital Earth” の構築が提唱され [5]、欧州において大型プロ

ジェクト*4が開始されるととともに、WCRP（世界気候研究計画）において今後 10年を見据えた Digital

Earths Lighthouse Activity*5 が開始されるなど、Digital Earthは 2020年代のトレンドになりつつあ

る。Digital Earthは利用可能なあらゆる観測データを統合し、数値モデルやデータ科学の力を借りなが

ら、過去・現在の地球の気候状態を仮想世界上に可能な限り忠実に再現し、さらに将来をできるだけ高い

信頼度で予測しようという試みである。将来予測についてはユーザがシナリオを自在に選択でき、政策の

効果を定量的に検証することも可能である。このような Digital Earth構築の大前提として、できる限り

多くのプロセスを取り入れた精緻な気象・気候モデルが必要となる。

以上のような社会的課題を解決するためには、用いる気象・気候モデルの再現・予測性能に対する信頼

度を現状よりも高めていく必要がある。さらに学術的課題の解決までを見据えると、モデル性能の改善を

着実に進めるアプローチとして、地球大気をできるだけ高解像度で計算することが有効である。地球大気

は全球規模の大スケール（～10,000 km）から雲・乱流といった小スケール（10 m以下）の現象が相互

に作用する複雑な系である。特に水平解像度を数 km程度まで高めると、対流圏全層に渡る深い対流がモ

デル格子で直接解像され始め、雲・降水システムの表現が質的に大きく向上する [6, 7]。このような全球

雲解像（cloud-resolving）モデル*6では、雲・循環・放射の相互作用を物理的に整合した方法で表現でき

るため、雲フィードバックへの理解が進展し、現在の気候モデルでは不確定性が大きい気候感度の制約に

結びつく可能性がある。また、対流の自己組織化や季節内振動、モンスーン、日変化といった熱帯気象の

中心的な課題に対して特に強力なツールであるとともに、台風の基本的な構造が表現されることで最大風

速などの予測の向上につながることが期待できる。さらに水平・鉛直解像度を 100 m程度以下まで微細

化できれば乱流の一部が解像されはじめる。このような全球を対象とする Large-eddyシミュレーション

（LES）では大気境界層の表現が飛躍的に向上し、現在では直接的な再現が難しい、下層雲を含む全球の

雲の高さや光学的厚さの分布について、自励的に再現されることが期待できる。このような全球 LESが

気候スケールで実用的になれば、雲と気候の相互作用に対する理解が飛躍的に進展すると予想される。ま

た、自励的に発生した台風について微細構造 [8]が再現できるようになり、疑似観測データとして活用す

ることで台風発達の鍵を握る境界層スキームの改善につながることも期待できる。

全球雲解像実験に向けた新しいモデル開発の取り組みは、2000年代初頭に日本（NICAM）およびドイ

ツ（ICON）において開始された [9]。特に NICAMは、世界初の全球雲解像実験 [10]、及び、マッデン・

ジュリアン振動 (MJO)の再現実験 [11]に成功して以来、多くの実績を残してきた。米国では 2次元の雲

解像モデルを粗い全球モデルの格子に埋め込む super-parameterization[12, 13]が利用されてきた。計算

*4 Destination Earth：https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/policies/destination-earth

*5 https://www.wcrp-climate.org/digital-earths

*6 類似の呼称として、全球嵐解像（storm-resolving; dx<～5km）モデル、全球対流許容（convection-permitting）モデル
といった呼称も広く使われている。呼称には議論があるが、数 km 程度の水平格子サイズで雲微物理スキームを用いる全球
非静力学モデル、という意味では実質的な違いはあまりないと考えられる。

https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/policies/destination-earth
https://www.wcrp-climate.org/digital-earths
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機の高速化を背景に、2010年代後半になると多くのモデルグループにおいて全球雲解像モデルの実用化

が進み、日本およびドイツの主導によってモデル相互比較プロジェクト DYAMOND[14]が開始された。

ここ数年は全球雲解像モデルを気候モデルとして実用化する動きが大型プロジェクト*7によって急速に進

められている。全球 LESについては現在の計算機の能力では実現のハードルが高いが、NICAM、ICON

のグループが実現に向けた取り組みを進めている。計算資源の削減のため、3次元 LESモデルを親モデ

ルのグリッドに埋め込む方法 [15]や、特定の物理スキームのみ鉛直層を増強する方法 [16]なども提案さ

れている。いずれにせよ、ここまで述べてきたような高解像度全球シミュレーションの出力は膨大であ

り、データの移動や解析は今後ますます困難になると予想される。これに対応して ECMWFでは、クラ

ウド上でシミュレーション・解析を行う “Digital Earth”システムのプロトタイプを 2023年頃にリリー

スする見込みであり、他機関への波及も予想される*8。

学術的・技術的課題、目標

社会的・学術的課題を解決するため、高解像度全球モデルを用いた研究としてはさらなる高解像度化、

大アンサンブル化、長期積分化、精緻化の方向性が考えられる。それぞれについて、5～10年程度先の代

表的な目標をロードマップとして示す。特に全球 LESの実現は全球雲解像実験以来のマイルストーンで

あり、技術トレンドを考慮すると 2020 年代後半の実現が想定される。大アンサンブル化、長期積分化、

精緻化については、水平解像度 3.5km程度の全球雲解像モデルをベースにした研究が主流になると予想

される。富岳での研究により O(103)アンサンブルの有用性が少しずつ明らかになってきている。気候ス

ケールの研究については、全球雲解像モデルを用いた 100年気候実験や 10年アンサンブル気候実験が視

野に入るだろう。また、Digital Earth構築に向けた必然的な流れとして全球雲解像モデルの精緻化が加

速し、地球システムモデルとしての利用可能性が模索されていくと予想される。

DYAMONDモデルに代表される多くの高解像度全球モデルでは、水平格子として準一様格子を用いて

いる。一般的な全球モデルでは水平離散化法として球面調和関数を用いたスペクトル法が主流であるが、

時間ステップ毎に大域通信を必要とする上、球面展開の演算量が水平解像度に対して非線形に増大する。

従って、高解像度全球モデルではスペクトル法は回避される傾向にあるが、IFS（ECMWF）は水平解像

度 5kmモデルにおいてもスペクトル法を利用している。演算量の削減という観点では二重フーリエ法の

有効性も検討されている [17]。準一様格子における離散化手法や山岳の取り扱いについても課題が残って

いる。

一般的な全球モデルでは、対流・雲スキームを用いることで格子スケール未満の対流・雲が格子スケー

ルへ与える影響を表現している。しかし、このような診断型のスキームは半経験則に基づくため定式化や

パラメータの任意性が大きく、特に将来気候予測において不確定性をもたらす大きな要因とされている。

水平数 kmスケールの全球雲解像モデルでは、雲や雨の質量などを予報する雲微物理スキームを用いるの

が一般的であるが、追加的に対流・雲スキームを導入するかどうかはモデルによって判断が分かれている

*7 海外における代表事例としては、NextGEMS（欧州）、E3SM（米国）、EarthWorks（米国）が挙げられる。国内では DNA

気候学（https://dna-climate.org/）および富岳成果創出加速課題（https://cesd.aori.u-tokyo.ac.jp/fugaku/）
が全球雲解像気候実験に向けた研究を推進している。

*8 最近のトレンドについてはWMOが公開予定の白書（WMO Research Board Concept Note on Exascale Computing

and Data）も参照のこと。

https://dna-climate.org/
https://cesd.aori.u-tokyo.ac.jp/fugaku/
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[14]。水平数 kmスケールでは深い対流は解像され始めるがまだ不十分であり、水平スケールが小さく背

の低い浅い対流に至っては解像できない。放射への影響を考慮して多くのモデルでは部分雲診断スキーム

を導入しているが、雲・放射・対流の整合性という観点では理想的には望ましくない。また、雲微物理ス

キームで用いられているバルク法の精緻化や超液滴法 [18]のようなラグランジュ法の全球モデルへの導

入も今後 5～10年の検討課題になるだろう。水平数 kmスケールというモデルの格子幅は衛星観測のフッ

トプリントに近いことから、雲微物理スキームにおける未知パラメータについては、雲・降水過程を観測

可能な衛星データから制約する試みも行われている。しかし、スキームが前提とする空間スケールとモデ

ル格子幅との間には大きな乖離があるため、適切な気候場が再現されるという保証はない。超高解像度実

験や詳細で非常に計算量の多い物理過程スキームによる実験を行って結果の収束性を探ることも、フラグ

シップマシンを用いた研究に求められる役割であろう。それらのチャンピオンデータは、データ同化や

AIを用いたパラメータ・チューニングにおいても教師データとして有効に活用されることが期待される。

全球 LESに至るまでの水平メッシュサイズ 100 m～1kmでは、境界層内の対流や乱流におけるグレー

ゾーン問題に直面する [19]。気象モデルで用いられてきた予報式を診断式に簡略化したクロージャ境界層

モデルの仮定が成り立つ範囲と、慣性小領域と呼ばれる領域より大きなスケールの渦を直接解像する LES

での仮定が成り立つ範囲のちょうど狭間に位置するため、乱流スキームの扱いには注意を要する。さらに

水平・鉛直解像度を 100 mスケール以下にまで微細化した LESは、多くの場合は乾燥大気を仮定して理

論構築がされているため、気象に適応する場合には湿潤過程を考慮した理論の再構築が必要である。ま

た、多くの全球モデルでは力学コアにおいて 2次精度の空間差分式を採用しているが、これによる数値誤

差は LESにおけるサブグリッドスケールの渦粘性項の寄与を上回ってしまう。気象モデルにおける高次

精度スキームの検討 [20]が進められるとともに、局所化と高精度化を両立した不連続ガラーキン法といっ

た新しいスキームが次世代全球 LESの力学コアとして検討されている。

シミュレーションの大アンサンブル化については、これまでのモデルの延長線上で比較的容易に達成で

きる。特に社会的要請の大きい週スケールの台風進路予測や週を越えた台風の発生・進路や豪雨発生の確

率予測といった研究が今後も発展するだろう。また、季節スケールの天候予測は農産業や水産業にとって

重要であるが、初期値問題であるとともに境界条件（陸面・海面条件や大気組成等の外部条件など）も重

要となる時間スケールであるため、予測可能性の有無を含めてさらなる理解が必要である。このような時

間スケールでは季節内振動やエルニーニョ現象といった月から季節スケールのメモリを持った現象の再現

が重要であり、海洋と結合した全球雲解像モデルを用いたアンサンブル実験が多用されるであろう。並行

して、大気・海洋の初期条件を作成するためのデータ同化手法も検討する必要がある。

気候予測という観点では、ストロング・スケール問題により全球雲解像モデルを数十年以上にわたって

連続積分することは現時点では困難であり、モデルのさらなる高速化が技術的な課題である。台風や豪雨

といった極端現象を統計的に取り扱うため、全球雲解像モデルを用いたアンサンブル気候実験の活用も進

むであろう。

目標達成に向けて必要な取り組み

モデルの高解像度化を達成するためには、計算ノードの増加に対してウィーク・スケーリング性能が維

持されることが重要である。演算が局所化された全球モデルであれば、理論上はモデル本体部分のウィー

ク・スケーリング性能の維持はそれほど難しくない。但し、時間刻みを解像度とともに小さくする必要が
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年代
課題

2022～ 2024～ 2026～ 2028～ 2030～ 2032～

全球規模での
高解像度予測

全球LESモデル開発/全球200m実験

O(103)アンサンブル予報実験

全球雲解像10年気候実験

全球100m実験（LES）

O(103)アンサンブル全球雲解像予報実験

全球雲解像100年気候実験

全球雲解像地球システムモデル開発 全球雲解像地球システム実験

図 3.1 気象・気候分野、全球高解像度シミュレーションのロードマップ

あり、同じ積分期間に対する実行時間は解像度とともに遅くなってしまう。また、メッシュの微細化によ

るノードインバランスの拡大、ノード数増加による計算・IOエラー処理、といった課題が顕在化する可

能性もある。また、NICAM（恐らく多くの高解像度モデル）では水平方向にMPI並列、鉛直方向にス

レッド並列を採用しているが、鉛直層数の増加によるノードあたりの必要メモリ量の増大にも対応する必

要がある。

全球 LESを実現するためには、理論上は富岳（全球 200m実験が可能）に対して 16倍（空間格子数 8

倍、時間ステップ数 2倍）程度の実行性能が必要である。これを現在の物理モデルだけの枠組みで 5～10

年後に達成するためには、モデル全体の演算加速器への最適化、低精度化、もしくは現在よりも高い B/F

比のマシンが不可欠であると予想される。代理モデルの活用までを考慮すると、広い意味での全球 LES

の実現は間近の可能性もある*9。

大アンサンブル化については capacity computingであることから、現在のモデルフレームワークのま

までも比較的容易に達成できる可能性が高い。アンサンブル数に比例して出力データサイズが増大する

ことから、ワークフロー全体を考慮すると解析や可視化までも含めた並列化を行う必要性が高まるであ

ろう。

長期積分を現実的な実時間で実行するためにはストロング・スケーリング性能が重要になってくるが、

ウィーク・スケーリング性能に比べて大規模ノードでの確保は極めて難しい。その要因として、ループ長

短縮によるメモリアクセス・SIMD演算・パイプライン処理の非効率化、単位演算あたりのノード間通信

量の増大、ノードインバランスの顕在化、といった多くの点が考えられる上、これらはターゲットマシン

の仕様に強く依存するため、長期的な性能向上は容易ではない。

アプリケーションと計算量・計算資源

アプリケーション

• モデル名：NICAM (Non-hydrostatic Icosahedral Atmospheric Model) [22, 23, 24, 25]

• 力学コア：正二十面体準構造格子、有限体積法、完全圧縮、非静水圧近似のナビエストークス方
程式

• 物理過程：雲微物理（シングルもしくはダブルモーメントバルク法）、大気放射、乱流、陸面過程

*9 DNSの効果を代理モデルによって LESに取り込んだ例：Kochkov et al. (2021)[21]
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など

• 海洋モデル COCO[26]と結合して、大気海洋結合モデルとして実行することも可能

計算量・計算資源

• 問題規模
– 格子点数：17兆（水平解像度 110m、鉛直 400層：400× 10× 416）

– ステップ数：70万（dt=0.25秒、2日積分）

• 総メモリ量：51PByte（格子点数に比例すると仮定し、前回ロードマップより推定：12/94× 400）

• 総演算量：340 ZFLOP（格子点数・ステップ数に比例すると仮定し、前回ロードマップより推定：

1, 216× (400/96)× (70/1040))

• 実行時間：2週間（10 EFLOPS、実行性能 3%を仮定）

• アプリケーション B/F 比（演算密度の逆数）：2.1

• 総メモリ転送量：総演算量 ×アプリケーション B/F比 → 340ZFLOP× 2.1＝ 714 ZByte

– 要求メモリ転送性能：1/(10EFLOPS× 3%)× 2.1 = 0.63EByte/s

• 総ストレージ使用量：29PByte（実行時間中に 4バイトの 3次元変数換算で 10変数を 1時間毎に

出力すると仮定；4× 10× 17兆× 24× 2）

• 要求ファイル IO性能：0.6 TB/s（29PByte/14/3600）

3.1.1.2 全球気候シミュレーション

背景

地球温暖化の影響が顕在化している、と考える専門家は多い。実際、2021年 8月に公表された「気候

変動に関する政府間パネル」(IPCC) の第一作業部会 (WGI)による第 6次評価報告書（AR6）で、「人間

の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がない」という強い表現で人間活動の

気候への影響が断言されたことは、メディアでも盛んに報じられた [1]。温暖化が人間活動によるものと

断定されことを受け、科学的理解の増進に加え、温暖化への対策立案に資するデータの創出が気候モデル

の大きな役割として注目されてきている。

こうした状況のもと、気候モデルを高解像度化し、今後避けられない温暖化に社会が適応するための政

策（適応策）立案に資するよう、地域ごとに詳細な情報を発信する動きが盛んになってきている [27]。こ

の場合、全球を対象とした気候モデルでは計算機資源の面から高解像度化に限界があり、最も高解像度の

モデルでも格子間隔 20km程度である。この解像度では、細かな地形の影響を受ける降水分布などについ

て、精度の高い再現性が望めないため、日本周辺など特定の領域を対象とした領域モデルが用いられるこ

とが多い。ただし、対象領域周辺に関する情報（境界条件）は全球モデルによる予測結果から与える必要

があるため、全球モデルと領域モデル両方の再現性や予測精度を向上させていく必要がある。

このように、全球モデルで得られた予測データの一部を境界条件として領域モデルに与え、対象領域に

関する予測データを高解像度化する手法を、力学的ダウンスケーリングと呼ぶ（他に、統計的なモデルを

用いて高解像度化を行う統計的ダウンスケーリングという手法もある）。実際、温暖化の影響評価のため
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に作成されたデータセット d4PDF[28]では、力学的ダウンスケーリングとアンサンブル実験によって大

規模なデータセットを作成し、様々な分野での影響評価に役立っている [29]。

領域ごとの詳細な情報提供は、日本だけでなく世界的にも大きな趨勢になっている。例えば、前出の

IPCC AR6(WGI)では、地域的な空間規模における温暖化予測について、全体 12章のうち 3章が充て

られ、全球規模変化との関連、台風などの極端現象の変化、災害影響などについて評価がなされている。

また、将来予測だけでなく、現在発生している異常高温や集中豪雨に関し、温暖化がどの程度寄与して

いるかを評価する、「イベント・アトリビューション」と呼ばれる研究も盛んになってきている。例えば

今田ら [30]は、2018年に発生した日本の猛暑は、温暖化の寄与がなければほぼあり得ないレベルの高温

であったことを明らかにしている。国際的にも、アメリカ気象学会誌 (BAMS) が毎年 1回イベント・ア

トリビューションの特集を組むことにするなど、この種の研究の発展は著しい。極端現象発生に対する温

暖化の寄与の評価は、適応策を立案するうえでも重要な情報となる。

一方、適応策だけではなく、温暖化の進行そのものを止める緩和抑制策の立案にも、気候モデルによる

予測は貢献している。こうした場合、二酸化炭素の「大気中濃度」ではなく、人間活動による排出量を直

接入力データとして与えられるよう、気候モデルに生態系の働きなどを組み入れた地球システムモデル

(ESM)が用いられることが多い。ESMを用いた研究を通した緩和抑制策への貢献として代表的な成果の

一つに、人間活動で排出された CO2 の累積量と、その時点までの昇温とのよい比例関係を示したことが

あげられる [31]。このときの比例定数は「排出に対する過渡気候応答」(TCRE) と呼ばれる。国際交渉で

しばしば言及される 2◦C 目標や、2015 年に締結されたパリ協定で強調された 1.5◦C 目標の達成のため

に、今後の排出量をどの程度にとどめておくべきか、その上限を決定する因子の一つである。TCRE等

に基づいて評価された今後の二酸化炭素排出許容量はカーボンバジェット (CB)と呼ばれる。また特に、

CBの総量から現在までの排出量を差し引いた値を残余 (remaining)カーボンバジェット (RCB)と呼び、

今後の排出削減を検討するうえで決定的に重要な量となる。

上述の AR6では、1.5◦C目標達成のための RCBは、産業革命以前からの累積値で 500GtCO2 と見積

もられている。これは現在の年間の人為起源二酸化炭素排出量約 40GtCO2 の 10数年分ほどの量にあた

る。世界各国が協調して取り組み、直線的に排出を削減して 2050年までに排出ゼロを達成すれば、それ

までの排出量は 1.5◦Cに対応する RCBとほぼ等しくなる。このことが、日本を含むいくつかの国が宣言

している 2050年カーボンニュートラルの背景になっていると見られ、ESMが社会的に有用な情報を提

供しうる一つの例証と言えよう。他に ESMによる研究から社会に発信できる可能性のある情報として、

様々な社会経済シナリオに付随する土地利用変化の気候影響評価、温室効果気体の年々変動の収支の精確

な把握、などが考えられる。

学術的・技術的課題、目標

・気候モデル・ESMによる 10年規模予測

近年、季節予報の手法をより長い時間スケールに応用し 10年規模の予測情報を社会に発信するための

研究が盛んにおこなわれている [32]。気象予報用のモデルのみならず、気候変動予測用のモデルをこうし

た時間スケールへ適用する試みも活発になってきている [33]。さらに、同様の手法を ESM にも応用し

た、炭素循環 10年規模予測の研究も各国研究機関が取り組みを始めた。炭素循環 10年規模予測システ
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ムは、今後進むであろう CO2 排出削減努力の可視化などに有効となることが期待できる。炭素以外の物

質循環にも同様の手法を拡張することで、種々の温室効果気体の年々変動の収支の精確な把握にも寄与す

ることが可能であろう。

・適応データセット高解像度化

文部科学省、気象庁、環境省などが協力して、適応策立案のための予測データセットを 2022年度まで

に整備し、以降、概ね 5年毎に更新するという方針が気候変動適応法に基づき打ち立てられている。2022

年公表予定の「データセット 2022」*10では、既出の d4PDFを基盤としてデータ配信システムなどの整備

が図られる見込みであるが、その後の更新ではさらなる解像度の向上や、まれな極端事象の発生も捉える

ためのアンサンブル数の増強、現状では緒に就いたばかりの海洋の予測データの拡充などが望まれる。

・複合問題としての地球環境問題

ESMでは、温室効果気体の排出による気候変化のみならず、二酸化炭素の海洋吸収による海洋酸性化、

農作物や生物燃料栽培、あるいは都市化に伴う土地利用変化の環境影響など、様々な問題を包括的に取り

扱うことができる。一方で、こうした問題は伝統的な気候科学の範疇では取り扱えず、農学や社会経済な

ど多様な分野の研究者との協働が必要とされる。さらに、社会問題としての地球環境問題に対処するため

には一般社会における利害関係者の意見も聞きながら問題設定を行う必要があろう。専門性を高め取り扱

う問題を厳密に定義することで知見を集積し発展してきた従来型の科学とは異なるアプローチが必要にな

る。こうした状況に対し、社会経済分野で発達してきた統合評価モデル（将来想定シナリオの策定などに

用いられる）と、ESMとを結合した地球システム－社会経済結合モデルを開発することで、有用なツー

ルを提供できる。完成したツールを通じ、多様な分野、セクターを巻き込んだコミュニケーションを促進

して、連携を深めることが可能になろう。

年代
課題

2022～ 2024～ 2026～ 2028～ 2030～ 2032～

全球気候

シミュレーショ
ン

適応データ
セット公開

適応データ
セット公開更
新用モデル
高解像度化

適応データ
セット創出、
公開

気候モデル・ESMによる10年規模予測シ
ステム開発

次期適応データセット仕様検討、モデル開発

気候モデル・ESMによる10年規模予測シ
ステム実験

地球システム-社会経済結合モデル開発 地球システム-社会経済結合モデル開発

図 3.2 気象・気候分野、全球気候シミュレーションのロードマップ

目標達成に向けて必要な取り組み

・気候モデル・ESM精度向上

気候モデル・ESM開発の今後の大きな方向性として、高解像度化、アンサンブル数増大、多くのプロ

*10 既に公開済: https://diasjp.net/ds2022/ (2023年 1月 28日時点）
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セスを取り込む複雑化の 3つが挙げられる。高解像度化は、細かな空間スケールでの大気の対流活動や地

形の変化が重要な役割を果たす降雨過程などについて、モデルの再現性を向上させるために必須である。

全球の気候変動予測に用いられるモデルは、計算期間の長さと空間規模の大きさがネックとなり水平解像

度は 100km前後のものが多い。今後、理想的には、大気側では、日本周辺の気象もある程度詳しく再現

できる 20km、海洋側では中規模渦の再現が可能な 10km程度の解像度で予測を行うことが望ましい。ま

た、100年や 1,000年に一度と言った、非常にまれな集中豪雨、熱波、渇水の発生確率の変化を検出する

ためには、従来高々 100程度が普通であったアンサンブル数を 1桁は増やす必要がある。

さらに、対流圏オゾンや各種エアロゾルなど、大気中の滞留時間は短いものの放射収支に有意な影響を

与える短寿命気候強制因子 (SLCF)の取り扱いには、大気中の化学反応などについて、これまでモデルに

含まれていなかったプロセスも導入する必要がある（3.1.2.2節参照）。これらの方向性はいずれも計算負

荷の増大を伴うことになるため、今後大型計算機の性能が順調に向上することがこの分野の発展にとって

決定的に重要である。

・計算機の発展とモデルの高度化に伴うプログラムコードの複雑化への対応

GPU等の高速化技術を活用するためには、ESMのプログラムコードを書き換える必要がある。また、

上述の通りモデルの高度化のため多くのプロセスが加わる傾向にあり、これらが相まってプログラムコー

ドが著しく複雑化してきている。バージョン管理ツールなどのソフトウェア導入で対応を図ってはいる

が、コードに初めて触れる若手研究者などに対する障壁となる可能性がある。プログラム構造を容易に把

握できるツールの開発など、モデル開発環境の一層の整備が望まれる。

アプリケーションと計算量・計算資源

アプリケーション

• モデル名：MIROC (Model for Interdisciplinary Research on Climate) [34]

• 力学コア：スペクトル法
• 格子点数：大気 1.7×107 (水平解像度役 60km, 鉛直層数 81), 海洋 1.2×108 (水平解像度約 30km,

鉛直層数 63)

• 演算量：800 PFLOP（1年積分あたり）

• メモリ使用量：1,000 GB

• 出力データ量：400 GB（1年積分あたり）

• 要求 B/F：2.5（大気），3.5（海洋）

実験規模（一例）

• 積分年数：250年（ヒストリカル＋ 21世紀予測；1850～2100年）

• アンサンブル数：100程度

• 想定実行時間：3カ月

• 総演算量：20ZFLOP = 800PFLOP× 250× 100
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• 総ファイル出力量：10PB = 400GB× 250× 100

計算資源

• 総演算量：システム全体で約 1.7 EFLOPS (システムの全ノードの 5% を使用し（数カ月の実験実

施中にジョブの待ち時間があまり発生しないようにするため）、理論ピーク性能の 3% の実行性能

を仮定。)

参考文献: 研究開発戦略センター (2019) 研究開発の俯瞰報告書　環境・エネルギー分野*11

（気候モデリング分野でのトレンドや将来的な方向性について概説されており、本文中で直接の引用はな

いが、本稿執筆者が作成に協力している。本稿の執筆にあたり参照した。）

3.1.1.3 領域気候予測

背景

毎年、世界各地で台風や大雨、高温などによる気象災害が毎年のように発生している。国内だけみて

も、例えば、令和 2年（2020年）7月豪雨に伴う日本各地での河川の氾濫、2021年 7月の東海地方・関東

地方南部を中心とした大雨に伴う熱海での土砂災害、2018年 7月猛暑に伴う熱中症患者の発生などがあ

る。ここ数年は、大雨や台風、高温などの気象災害による人的・社会的被害は毎年どこかの地域で発生し

ており、これらの災害への備えは喫緊の課題となっている。これらの気象イベントの一部の発生には、イ

ベント・アトリビューションによって地球温暖化の影響が無視できないことが報告されている [30]。地球

温暖化に伴う気候変動の地域気候への影響は、将来に懸念される事象ではなく、すでに実際の影響として

顕在化しつつある。今後も続くと予測される気候変動に対し、原因となる温室効果ガス排出量削減といっ

た地球温暖化の緩和への取り組みとともに、気候変動への適応も進めていく必要がある。2020年には気

候変動適応法が施行され、自治体ごとに気候変動への適応を推進するための拠点（地域気候変動適応セン

ター、LCCAC）の設置が努力目標となった。LCCACは、2023年 1月時点で 54の自治体に設置済みで

ある*12。

領域気候に関する研究は、従来、地域特有の気象・気候現象の理解を目的に、観測、理論、数値計算を

用いて行う研究の総称と言えるが、ここ 10年ほどは、将来の領域気候予測のための研究に人的リソース

と計算リソースの多くを投入している。これは、上記でも述べた通り、気候変化への地域スケールでの影

響評価や適応策の検討への需要が高まっているためである。これまでの 10年は、気候学者や影響評価研

究者の間で、地域気候の将来予測とそれに伴う農業等への影響の評価に関する研究がメインであったが、

今後 10年は、よりステークホルダーとの連携を深め、具体的な施策への貢献が求められるようになると

推測される。より一層、気候研究者、影響評価研究者、自治体職員、民間企業、市民が一体となって、気

候変動対策に取り組んでいくようになるであろう。さらには、得られた将来予測や影響評価をどのように

施策に反映させるかなど、社会学系の研究者とも連携していくことも重要である。

*11 https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2018-FR-01.html(2022年 5月 4日閲覧)
*12 A-PLAT; https://adaptation-platform.nies.go.jp/local/lccac/list.html

https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2018-FR-01.html
https://adaptation-platform.nies.go.jp/local/lccac/list.html
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学術的・技術的課題、目標

地域の空間詳細な気候情報の見積もりには、力学的ダウンスケールという手法が使われる。全球気候モ

デルで計算された空間解像度の粗い気候情報を、高解像度の領域モデルを用いて、空間解像度を高める手

法である。ただし、単に粗い解像度のデータを細かくするだけでなく、空間詳細な地形や土地利用をモデ

ル内で表現することで、全球モデルでは表現できなかった地形性の降水や詳細な気温分布などの付加価値

（Added value）が加わることも利点の一つである。力学的ダウンスケールの他に、粗い気候情報と観測

データとの関係から構築した統計モデルを用いて、空間解像度の高い気象データを見積もる統計的ダウン

スケールという手法もある。統計的ダウンスケールは、力学的ダウンスケールに比べて、計算リソースが

小さく、大型計算機を使用することは稀であるため、以下では、力学的ダウンスケールについて述べる。

力学的ダウンスケールによる気候変動適応策のための気候予測と、予測に基づく影響評価を行う上で課

題となるのが、(1)気候予測情報の時空間解像度の向上と (2)予測結果に含まれる不確実性への対応であ

る。まず、時空間解像度のうち、地域の気候はその地域が位置する気候帯だけでなく、海からの距離や標

高といった地形や土地利用の影響も受けるため、それらの地域特性をある程度再現可能な空間解像度が必

要である。必要な空間解像度は評価対象によって異なるが、数 km程度あれば、大雨や豪雨などの降水イ

ベントや地域の気温分布、局地循環などをある程度精度良く再現できると言われている。一方、気候デー

タを農業や生態系などの影響評価に利用する場合には、さらに細かな数 100m以下の空間解像度や、街区

内の熱環境評価となると、さらに 1オーダー小さい 100m以下の解像度が求められることがある。しかし

ながら、数 100m以下の空間解像度の計算においては、計算リソース以外にも、課題は多い。気象気候モ

デルの高解像度化のための学術的課題については、他の節に詳しい記載があるため (3.1.1.1節等)ここで

は詳しく述べないが、一般的には高解像度化により、地形を含む地表面状態や乱流、積雲対流の表現の向

上などが期待される。一方で、それらの表現向上による、領域気候のパフォーマンスへの影響について

は、十分な知見が得られていない。また、現在使われている数値スキームが、どの解像度まで適用可能で

あるかについても、検討すべき課題が残っている。次の 5～10年でターゲットとなる O(100m)の空間ス

ケールにおけるモデルパフォーマンスへの影響とスキームの検討については、早急に進めていく必要があ

る。一方で、影響評価や適応策検討をする際に、本当に現在よりも 1オーダー 2オーダー小さい解像度の

気候情報が必要かどうか、という観点での検証も同時に必要である。時間解像度については、一般的に、

必要とされる時間解像度よりも、モデルの計算間隔の方が十分に短いため、出力間隔の調整が可能であ

り、あまり問題になることはない。ただし、影響評価者や適応策を検討する自治体研究者は、大規模デー

タの取り扱いの経験が少ないことも多く、アスキーデータでの受け渡しを望むことも多い。ユーザー側が

大規模データの取り扱いに不慣れでも、必要な地域のデータが入手可能なシステムの導入などが必要と考

えられる。

力学的ダウンスケールは、温室効果ガス排出量や土地利用などの社会経済シナリオ、境界値データを提

供する全球気候モデルのモデルエラー、そして、力学的ダウンスケールに使用する領域気候モデルのモデ

ルエラーなどの不確実性の影響を受ける [35, 36]。不確実性は、予測を行う過程の中でカスケードし、一

般に、予測過程の下流になるほど、不確実性は大きくなると考えられる [35]。地域スケールでの影響評価

は、予測過程の中でも下流にあたるため、不確実性の影響が避けられない。このため、予測の幅（不確実

性）や極値など出現率の低い現象においてはその発生確率を統計的に示すことなどにより、予測結果に対

する信頼性情報を提供することも、予測と同様に重要である。予測の幅の見積りには、親モデル（全球気
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候モデル）や物理スキームなどの計算条件を変えたアンサンブル実験が、極値の予測には、サンプル数を

増やす目的でのアンサンブル実験が有効である。

領域気候予測の精度向上のためには、高解像度化とアンサンブル数の増加のどちらも重要であるが、ど

ちらにどれくらい計算リソースを投入するかは、使用可能な計算リソースから逆算して決定しているの

が現状である。確率的予測のための大規模領域気候アンサンブル実験として、全球 d4PDF (水平解像度

60km)を力学的ダウンスケールした領域 d4PDF実験 (水平解像度 20km)が実施されている [28, 29]。現

在 (2022年度)実施中の、日本全域を対象とした領域 d4PDFからの更なるダウンスケールのうち、解像

度が高く最もアンサンブル数が多いものは、水平格子サイズ 5km、アンサンブル数は約 1500 年分であ

る。次の 5年では、全球結合モデルによる新たな d4PDF結果を基に、日本全国を水平格子サイズ 5km

で 3000年、2kmで 500年積分、及び、1km解像度での気候計算（数十年程度）が目標である。気候モデ

ルの格子サイズが 1km程度になると、モデルで表現される地表面状態や地形の表現が向上し、気温や地

形性降水、積雪の再現性向上などが期待される。また、さらに 5年先の目標である O(100m)の格子サイ

ズで LES計算が可能となれば、乱流や雲の表現の改善によりモデルパフォーマンスの向上が期待される

が、この点については、次の 5年の間に解析をすすめ、把握しておく必要がある。

将来の領域気候情報は、河川モデルや農業モデルなどの入力値として使用され、降水による災害リスク

や農作物の生育など、各方面への影響の見積りが行われる [27, 37, 38]。これまでに、農業分野や水文分

野などで、多数の影響評価研究が実施されており、今後は、他分野にもさらに広がると推測される。例え

ば、夏季の熱中症対策として、高解像度数値流体力学 (computational fluid dynamics; CFD) モデルや

建物解像大渦解像 (LES)モデルを用いた都市域の熱環境評価 [39]は、研究段階から実用段階へとシフト

しつつある。これらのモデルは主に、建築分野などの工学分野で発展してきたモデルであり、気象モデル

と建物解像モデルの融合も、今後、研究が進展していくことが期待される。

年代
課題

2022～ 2024～ 2026～ 2028～ 2030～ 2032～

領域気候予測

O(103m)でアンサンブル気候計算

O(102m)で現在気候再現実験

O(102ｍ)で
アンサンブル
気候計算O(102m)で気候実験

図 3.3 気象・気候分野、領域気候予測のロードマップ

必要な計算手法

高解像度シミュレーションについては、気象計算のように短時間の積分期間でよいものについては計算

機の規模に合わせて実現可能な最高解像度を選択 (ケイパビィティ・コンピューティング)すればよいが、

気候計算では統計情報を得るための長期積分（多くの場合、30年程度が基準。アンサンブル計算ではそれ

を複数本実施する）が必要であるため、現実的な実時間内に計算を実行するためには、実現可能な最高解

像度よりも解像度を落としたり、積分期間を複数個に分けて並行して実施（キャパシティー・コンピュー

ティング）したりする必要がある。実際には、その両方を適用することが多い。また、不確実性の問題に

対して有効な気候アンサンブルを実施する際にも、キャパシティー・コンピューティング的な使用がメイ
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ンとなる。

一般的に、計算量は格子サイズ比の 3～4乗で増加する。よって、現在行なっている実験の格子サイズ

を 1/3にすると計算量は 27～81倍、格子サイズを 1/10にすると計算量は 1,000倍以上となる。増えた

計算量は、計算機性能の向上と並列数の増加、アプリ側の高速化でカバーする必要がある。

領域気候モデルにおいては、ノード間通信は隣接通信が主であり、一般に week scale性能は高い。従っ

て、高解像度化に伴う計算量増加の対策として、使用ノード数を増やすことが有効である。そのために

は、現状のほとんどの領域気候モデルで採用されている水平 2次元のプロセス空間分割を鉛直方向も含め

た 3次元分割に拡張するなどが考えられる。また、現状における力学過程計算部分のボトルネックはメモ

リバンド幅であるが、将来の計算機の B/F比はより小さくなることが予想されるため、計算機の効率的

利用のためには B/F比を下げるアルゴリズムの検討が課題である。

アプリケーションと計算量・計算資源

アプリケーション

• モデル名： SCALE(Scalable Computing for Advanced Library and Environment)[40, 41]

• 力学コア：３次元完全圧縮非静力学方程式系、有限体積法

計算量・計算資源

• 問題規模：日本全域、1km

– 格子点数：2750× 3775

– 鉛直層数：60層

– 積分時間：60年（現在、将来 2度上昇、将来 4度上昇）

– アンサンブル数：各 30メンバー

– ステップ数：3億回

• 総メモリ数：2TB

• 総演算量：780ZFLOP

• 実行時間：1ケース当たり 6時間

• アプリケーション B/F比 (演算密度の逆数) ：0.8

• 総メモリ転送量：610ZB

– 要求メモリ転送性能：315PB/s

• 総ストレージ使用量：2150PB（20変数を１時間毎に出力）

– 要求ファイル IO性能：4TB/s

3.1.1.4 数値天気予報

背景

数値天気予報では、大気（天気）のシミュレーション計算を、現在の大気状態に基づいて未来に向かっ
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て行い、その未来の状態を客観的に予測する。毎日の暮らしを支える天気予報や防災気象情報は数値天気

予報の予測計算結果をもとに発表されている。これらの情報に基づいた防災・減災行動を求めるためには

予測に対する信頼性を担保する必要があり、そのために不断の努力が為されている。このように国民生活

の基盤となる情報であることから、数値天気予報は気象学による知見の最終的な出口と言って良く、実験

や観測あるいは理論的考察からシミュレーションモデルへの実装に至る研究は、数値天気予報システムの

精度向上を支えている。

最初の数値天気予報は Richardson (1922)[42]の手動計算によって試みられ、大型計算機の開発ととも

に栄光の道を歩み始めた [43]。ただし Richardson (1922) は初期値を観測データの内挿によって作成し

たためノイズを含み、かつ方程式系にこのノイズをダンプするスキームが備わっていないために非現実的

な予測を算出するに至り、Charney et al. (1950)[43] はバロトロピックモデルを採用することで大気重

力波をダンプすることに成功したものの、そもそもノイズを含まない初期値を作成する客観解析の必要性

を訴えた。このように数値天気予報の精度はシミュレーションモデルとその初期値を提供する客観解析の

二つの精度に依存している。

気象庁は 1959年に世界で 3番目に大型計算機を用いた数値天気予報を開始し [44]、同年の伊勢湾台風

の予測にも用いられた [45]。現在では気象庁のスーパーコンピュータシステムは第 10世代数値解析予報

システム（理論性能 18.16PFlops）に進化し、全球モデル（GSM）、メソモデル（MSM）、全球アンサン

ブル予報システム（GEPS）、局地モデル（LFM）及びメソアンサンブル予報システム（MEPS）が運用

されるとともに、水平解像度や鉛直層数の増強、アンサンブルメンバー数増強、物理過程等の計算手法の

改良などにより数値天気予報システムの性能を向上させてきた [44]。

また、客観解析手法についても、世界の数値予報センターで広く利用されていた最適内挿法から 3次元

変分法及び 4次元変分法などの高度なデータ同化手法への移行が進み、さらにアンサンブル情報を用いて

背景誤差共分散行列の大気状態への依存性を考慮するハイブリッド手法の導入に至っている。変分法の導

入に伴い、衛星による放射観測など予報変数ではない物理量の同化ができるようになり、これによる利用

できる観測データの拡大も客観解析の精度向上に貢献してきた。

このように気象庁では、客観解析を含む数値予報システムの機能向上を継続的に実施し、システムを高

精度化、複雑化させてきた。このような不断の努力により、現在の数値予報の 3日予報の精度は 1980年

代の 1日予報の精度で行えるまでに至っている。

現業機関である気象庁のシステムが高度化していることから、数値天気予報技術の発展のためには、そ

の高性能なシステムを研究者へ提供し、ここへ研究者による最先端の技術を取り込むことでさらなる進化

を図る Operation to Research (O2R)、Research to Operation (R2O)と呼ばれるサイクルの必要性が

認識されてきている。

R2O の一例として、天気予報のために開発された気象モデルを極めて高い解像度に設定したシミュ

レーションが、特定事例の詳細解析やパラメタリゼーションの開発といった気象学の基礎研究として利用

されている。例えば、甚大な被害をもたらした 2013年大島豪雨や 2014年広島豪雨について数 100mの

水平解像度のシミュレーションを行い、従来の計算より現実的な極端降水が再現されている [46, 47]。ま

た、台風の内部において突風をもたらす微細構造を明らかにしている [8]。高解像度化により、大気を計

算機で扱うために必須な離散化に伴う誤差が低減できるため、極端気象などの再現に関して、より精緻な

再現が可能になると期待できる。
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さらに O2R、R2O 双方向に利益をもたらしている成功例として、アンサンブルシステムの開発があ

る。上の気象庁システムに挙げられているハイブリッド同化やMEPSに使用されているアンサンブルシ

ステムは研究サイドの開発が現業に用いられた例であり、また、研究サイドで用いられているアンサンブ

ルデータ同化システムには気象庁で開発されている気象モデルや観測データが利用されている。

本節では (A) 気象庁による高解像度の現業数値天気予報システム、及び、(B) 超高解像度シミュレー

ション研究、(C)アンサンブルデータ同化研究について述べる。

学術的・技術的課題、目標

近年、顕著な気象による自然災害が激甚化しており、今後更に災害が深刻化するおそれが懸念されるこ

とから、気象災害防止と軽減のため、数値予報精度向上はさらに強く求められている。このうち豪雨防災

では「線状降水帯の発生・停滞の予測精度向上により、集中豪雨の可能性を高い確度で予測する。特に、

明るいうちからの避難など、早期の警戒と避難を可能にする」との目標が掲げられている [48]。

(A) 気象庁数値天気予報システム

気象庁 (2018)[48] によれば、最も解像度の高い LFM でも線状降水帯を半日程度前から時間と場所を

絞って予測することは依然困難であり予測の不確実性が高いこと、個々の積乱雲を表現するには水平 2km

の格子間隔では解像度が不足していること、また高い解像度に適した物理過程が必要なこと、海上の水蒸

気量や風についての初期状態の精度が不十分であることなどが課題として述べられている。これらの課題

を解決し、上記豪雨防災目標を達成しうる現業数値予報システムを運用することが気象庁数値天気予報シ

ステムの目標となる。また、ここでは触れないが LFMに境界値を与えるMSM、さらにMSMに境界値

を与える GSMの精度向上も重要な課題である。さらに、数値天気予報が現在の大気状態を速やかに解析

し、それを初期値として予測計算を行った結果をリアルタイムに活用するため、日々決められた時間まで

にこれらの計算を確実かつ速やかに行う必要があるという極めて重要な要件があることに留意が必要で

ある。

(B) 超高解像度シミュレーション

超高解像度シミュレーションで用いる力学・物理過程等の多くの部分は、天気予報のために開発された

気象モデルを大幅に変更することなく活用できる。ただし一部の過程は解像度に応じた変更が必要であ

る。様々な過程のうち、より単純化する方向の変更が必要な過程（対流・乱流・力学など）とより複雑す

る方向の過程（放射・接地境界層など）の両者があり、それぞれの過程の適応策の研究開発が必要である。

この研究開発自体のためにより高解像度のシミュレーションが必要になる場合がある。

(C) アンサンブルデータ同化システム

アンサンブルデータ同化システムは、気象庁が現業運用している 4次元変分法（4D-Var）データ同化

システムと比べて開発が容易であるために、世界的にも研究コミュニティで広く用いられている。また、

現業機関においても変分法データ同化システムとのハイブリッドシステムが普及しており、天気予報に欠

かせない技術となってきている。

アンサンブル同化システムにおける本質的な課題はサンプリングエラーと誤差共分散行列におけるラン
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ク不足の克服である。前者については概ね 1,000メンバーのアンサンブルによって実用上は問題ないこと

が過去研究で示されている。例えば Duc et al. (2021)[49]は 1,000メンバーによる線状降水帯アンサン

ブル予測を実行し、アンサンブル平均解析場を初期値とする決定論予測精度、確率予測ともに非常に良

い結果が得られた。後者については、アンサンブル変分法（EnVar）ではハイブリッドで対処可能である

が、アンサンブルカルマンフィルタ（EnKF）では有効な手法についてまだ研究段階にある。

サンプリングエラーに対して実用上、1,000メンバーでは問題ないとしても、完全に無視できるレベル

ではなく、水平局所化と呼ばれる技術によって対応が必要である。また、ハイブリッド手法を用いずにラ

ンク不足にならないアンサンブルサイズは同化する観測データ数と近いオーダーが必要である。従って、

現業メソ同化システムと同等の性能をアンサンブルデータ同化システムが持つためには、およそ 10万メ

ンバーが必要と推定され、これがポスト富岳において目指したいサイズとなっている。

また、研究コミュニティで広く使われている EnKFでは、現業変分法データ同化システムで使われる

変分 BC（バイアス補正）、変分 QC（品質管理）、ノイズ抑制項などが自然に実装できず、まだまだ開発

の余地がある。一方、EnVarにおいては摂動生成手法に工夫の余地が多く、研究段階にある。

今後 10年程度の目標としては、現業で同化可能な観測データはすべて同化し、かつ現業より優れた精

度を持つアンサンブル同化システムの開発である。同時に積乱雲や線状降水帯といった極端現象の予測に

は高解像度のシステムが必要であり、ここでは従来のデータ同化理論の基礎であるガウス仮定を超えて非

ガウス性を導入していく必要がある。

年代
課題

2022～ 2024～ 2026～ 2028～ 2030～ 2032～

気
象
予
報

（A） 気象庁
システム

(B) 超高解像
度シミュレー
ション

(C) アンサンブ
ルデータ同化

1km狭領域
LFM試験運
用ハイブ
リッドデータ
同化導入

LFM
予報時間
延長

LFM
高解像度化

LEPS
運用開始

水平解像度<100m級LESの利用

LFM改良
LEPS改良

アンサンブルデータ同化導入

水平解像度<50m級LESの利用

asuca-based EnVar, EnKFの
開発（水平15km）

全現業データ同化（5km)
高解像度化(〜1km)

様々な観測データの利用拡大・利用手法改良（断続的に実施）

非ガウス性10万メンバー
同化

図 3.4 気象・気候分野、数値天気予報のロードマップ

目標達成に向けて必要な取り組み

(A) 気象庁数値天気予報システム

気象庁 (2018)[48]によれば、LFMを 1km以下に高解像度化すること、積乱雲に関する諸過程を改良

すること、集中豪雨の予測が持つ不確実性を適切に補足可能なアンサンブル予報システムを開発するこ

と、衛星、航空機、レーダー、船舶 GNSS、IoT化した多様なセンサなど最新の様々な観測による時間的、

空間的に高密度な観測ビッグデータを更に活用すること、衛星データについて全天候利用手法を開発する
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こと、複数の手法を組み合わせた最先端の同化技術であるハイブリッド同化を導入すること、豪雨事例等

のメカニズム研究による最新の科学的知見に基づく改良をすることなどが開発の方向性として述べられて

いる。また、このような開発計画を実施していくためには、十分な能力を持つスーパーコンピュータや通

信インフラを、継続的かつ計画的に確保していくことは必須であり、さらにそのインフラを有効に活用す

るため、プログラムの高速化（最適化）を実施することが必要とされている。

(B) 超高解像度シミュレーション

一般的にシミュレーションの計算精度は、解像度に従い向上することが期待される。しかし科学的に意

義がある結果を得るために、計算コストが高くなってしまうため、高解像度化は必ずしも最善とは限らな

い。注目する現象の解像度依存性を把握しながら、適切なターゲットに対し超高解像度シミュレーション

を戦略的に実行する必要がある。超高解像度の計算時に適したパラメタリゼーション等を確立させ、シ

ミュレーションに実装する必要がある。また技術的な側面として、前処理やモデル本体も含めて、莫大

な計算格子数による実行に様々な問題が生じうる。計算の実行および実行時の問題解決の円滑化も望ま

れる。

(C) アンサンブルデータ同化システム

現業システムと研究用システムの親和性を高めるために、気象庁メソモデル用の EnVar、EnKFの開

発が必要である。新開発のシステムを用いて、衛星輝度温度、レーダー反射強度など全現業データ同化な

ど、現行の研究用同化システムである NHM-LETKFで同化できない観測データ同化に取り組む。また、

同時に 1,000を超える大アンサンブル計算を行いつつ、高解像度化を図り、最終的に 10万メンバー同化

を目指す。さらに非ガウス性導入を行い、強非線形な積乱雲や線状降水帯といった顕著現象の予測を実現

する。

アプリケーションと計算量・計算資源

(A) 気象庁数値天気予報システム

ここでは、気象庁の数値天気予報で最も高解像度で予測を行う局地数値予報システムの 2022年 7月現

在の仕様について述べる。局地数値予報システムは、初期値を作成する局地解析 LAと局地モデル LFM

により構成されている。LA では、MSM の予測値を対一推定値として対象時刻の前 3 時間を 1 時間毎

に、様々な観測データの同化と予測計算を繰り返す手法を用いて対象時刻の初期値解析を行っている。観

測データの同化は asuca-Varを用い、MEPSにより出力される予報値を元に計算した流れ依存背景誤差

を利用するハイブリッド 3次元変分法により行っている [50]。なお LAにおけるデータ同化は 5kmの水

平解像度で実施している。LFMでは水平解像度 2km、鉛直 76層の非静力学領域モデル asucaにより 10

時間予報を実施している。この LAと LFMによる計算を 1日 24回（毎正時）実施し、その結果は防災

気象情報や航空気象情報、降水短時間予報等の作成支援に役立てられている。asuca及び asuca-Varの詳

細については気象庁予報部 (2014)[51]を参照願いたい。なお、LFMの側面境界値は解像度 5kmのMSM

により与えられており、さらにMSMの側面境界値は解像度 20kmの GSMにより与えられている。これ

らの親モデルの精度向上も LFMの精度向上に大きく影響する。
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将来的には LFMの予報時間延長と、高解像度化及び LFMをベースとしたアンサンブル予報システム

である局地アンサンブル予報システム LEPSの運用を実施する予定である。LEPSのメンバー数につい

てはリアルタイム運用可能な計算資源の制約により決定される。また、LAについては、データ同化手法

自体にアンサンブル手法 (EDA)を導入することも今後の検討課題である。将来的には入力する観測デー

タ量についても、静止気象衛星の赤外サウンダのデータが入ることなどで大幅に増加すると考えられる。

〇 現行 LFMの仕様

– 水平解像度 2km、水平 1581× 1301格子、鉛直 76層（～21.8km）、積分時間間隔 12秒

– 約 1,000秒で 10時間予測を実施（現行気象庁スパコンシステム（CrayXC50）138ノード）

※ 1時間（300ステップ当たり）約 100秒（1ステップ当たり 0.3～0.4秒）

XC50の演算性能はノード当たり約 3.2TFlops

– 入力データ量：初期値 0.6GB+境界値 0.6GB×予報時間
– 1時間当たりの出力データ量：約 1.2GB（12GB/10時間予測）

● 将来 LFMの仕様想定

– 水平解像度 1km、水平 3161× 2601格子、鉛直 76層（～21.8km）、積分時間間隔 6秒

– 約 1,000秒で 18時間予測を実施

– 入力データ量※：初期値 0.6GB+境界値 0.6GB×予報時間
※初期値解析の解像度や親モデルの解像度が現状維持だった場合

– 1時間当たりの出力データ量：5GB（90GB/18時間予測）

● 将来 LEPSの仕様想定

LFM（1km）をメンバー数 100で実施すると想定した場合。

なお個々のメンバーの仕様は上記将来の LFMの仕様想定に準拠する。

出力データ量はトータルで 9PB/18時間予測（90GB/18時間予報 ×100）と推定できる。

※実際にはリアルタイム運用できる計算機資源の規模により解像度及びメンバー数の想定は変わっ

てくる。

● 現行 LA（ハイブリッド LA）における asuca-Varの仕様

– 水平解像度（インナーモデル）5km、水平 633× 521格子、鉛直 48層

– 約 60秒でデータ同化を実施（現行気象庁スパコンシステム（CrayXC50）120ノード）

– 入力データ量 350GB

– 出力データ量 0.6GB

※出力データ量はアウターモデル (LFM)解像度準拠

● 将来の LAにおける asuca-Varの仕様想定（50メンバー EDA）

– 水平解像度（インナーモデル）5km、水平 633× 521格子、鉛直 48層、50メンバー

– 約 60秒でデータ同化を実施

– 入力データ量 370GB

※衛星観測データ量については、現行で最大 50MB×4時間=200MB程度である。

100倍程度と見積もることで 20GBと想定する。

– 出力データ量 120GB
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※出力データ量はアウターモデル (LFM)解像度準拠、

0.6GB× 4（アウターモデル水平解像度 2倍（1km化））= 2.4GB× 50メンバー

(B) 超高解像度シミュレーション

高解像度のシミュレーションのために高い解像度を設定しながら、広い計算領域をカバーするためには

膨大な格子数が必要になる。その一方、計算時間に関する制限は厳しくない。実現できる計算規模は、直

接的にはメモリやストレージによって制約される。

気象シミュレーションでは鉛直方向の成層を表現するため、従来、鉛直方向には比較的高い解像度を

設定されている。水平解像度が 100m 程度に達するまでは鉛直解像度は大幅に増加させなくても合理的

であった。しかし,水平解像度が 100ｍを切ると鉛直解像度も水平解像度に比例させ向上させる必要があ

る。これは将来 LESの仕様を想定する場合は考慮しなければならない。

〇 現行 LESの仕様

– 水平解像度 100m、水平 20, 000× 20, 000格子、鉛直 60層（～23km）、積分時間間隔 0.8秒、

計算時間 20時間で 4時間分の計算が進行（富岳 2,000ノード）

– メモリ使用量：60TB

– 入力データ量：初期値 1TB（リスタートの場合 17TB）

– 1計算当たりの出力データ量：1TB（1時間毎の計算結果）+17TB（リスタート用）

● 将来 LESの仕様想定

– 水平解像度 33m、水平 50, 000× 50, 000格子、鉛直 200層（～21.8km）、積分時間間隔 0.1秒

– メモリ使用量：1.5PB

– 入力データ量：初期値 18TB（リスタートの場合 300TB）

– 1計算あたりの出力データ量：27TB（1時間毎の計算結果）+300TB（リスタート用）

(C) アンサンブルデータ同化

大アンサンブルデータ同化では、現在、数年前まで気象庁で現業モデルとして使用されていた NHMと

組み合わせて、EnKFの一種である LETKFを富岳で運用している。アンサンブルサイズは 1,000，同化

システムの水平解像度は 15kmで、5km解像度の NHMをアンサンブルシミュレーションに用いている。

アンサンブルサイズは 1,000で、計算領域は気象庁メソ解析と同じ、同化ウィンドウは 3時間である。

このスペックで 4日間に対して計算した場合の計算資源を図 3.5に示した。今後、高解像度化によって

1,000倍程度、メンバー数増加によって 100倍程度の計算資源増加が見込まれている。グランドチャレン

ジによって試みたい。

3.1.2 気象・気候モデルにおける物理コンポーネントの精緻化

3.1.2.1 大気モデルの物理プロセス（雲・放射・雷コンポーネント）

背景

近年、計算機の性能の向上によって、気象・気候モデルは高度化・精緻化が劇的に進んでいる。具体的
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図 3.5 各実験の計算設定と計算量

には、気象・気候モデルは 2つの方向での高度化・精緻化を続けている。1つ目は対象とする領域を覆う

メッシュが細かくなる「高解像度化」、2つ目は「物理プロセスの精緻化」であり、従来の気象・気候モデ

ルでは計算資源の制約から考慮に入れることができなかった物理過程を取り入れた計算がその代表的な例

である。精緻化に関しては、高解像度化などが進むにつれて、従来の手法の適応限界を超えるため、新

たに物理モデルを開発するといった精緻化も含まれる。なお、気象・気候モデルの物理プロセスとは、図

2.1に示される気象・気候モデルで考慮されるプロセスのうち、「大気の流れ」と表記されたプロセス以外

のプロセスのことを指す。

このような高度化は、IPCC第 6次評価報告書 [1]をはじめとして報告されている「気候予測の不確実

性の低減」、日々の天気予報をはじめとする「気象予測の予測精度の向上」、「気象予測においてこれまで

は提供されてこなかった新たな付加価値の提供」といった社会的な要請に応える形で進められてきた背景

がある。また前回のロードマップが作成された 2010年代前半以降は、雲一つ一つを表現した計算が可能

になったことで、気象予測の精度が向上するとともに、これらの高解像度な計算は衛星観測アルゴリズム

の性能向上に大きく貢献してきた。

しかしながら、高度化が進んでもなお、雲の中の微物理特性に関する数値モデルの不確実性（特に氷を

含んだ雲粒の微物理特性に関する不確実性）が高いのが現状であり [52]、この部分の高度化が気候予測・

気象予測・さらには観測アルゴリズムの高度化のために求められている。また同時に、富岳をはじめとし

た現在の最先端の計算機によって開発が進み、2030年ごろに汎用的な利用や、実用化が見込まれるよう

になってきた技術もある。

モデルの開発・高度化は防災や気候変動への対応の基盤となる技術であり、モデルの高度化なくして

は、気象に関連した自然災害や気候変動に対する適応策や緩和策を立てることは困難である。それらの

2030年頃に向けたモデルの高度化・技術の実用化につなげるために取り組むべき課題について本章で記

載する。なお、1つ目の項目である「高解像度化」については 3.1.1.1節や 3.1.1.4節にその説明を譲ると

して、本節では 2つ目の物理プロセスの精緻化と 2031年前後までに実現が可能と見込まれ、現時点で取
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り組むべき点について記述する。物理プロセスの高度化という観点では、図 2.1の全ての物理プロセスに

対して高度化が進むことが考えられる。エーロゾルや大気化学に関しては 3.1.2.2節、海洋モデルに関し

ては 3.1.2.3節、陸面モデルに関しては 3.1.1.3節で議論されており、本節では、これら以外で高度化が必

要と考えられる物理プロセス（具体的には、雲・大気放射・雷）について議論する。

学術的・技術的課題、目標

気象・気候モデルの高解像度化がさらに進み、従来の手法の適応限界を超えてしまう可能性が高く、気

象・気候モデルのコミュニティが解決しなければならない課題を抱えているのは、図 2.1の大気境界層と

書かれる「乱流過程」と「放射過程」である。また雲・降水に関連して、上記で述べたように「雲の中に

含まれる氷の微物理過程の高度化」が必要である。

乱流過程の計算については、気象・気候モデルにおいて広く用いられているレイノルズ平均モデル

（RANSモデル）はメッシュが 1kmを切るような高解像度の計算に用いることは適切ではない。2030年

に最先端の計算機を用いた計算は、ラージ・エディ・シミュレーション（LES）モデルでの計算が一般的

になると考えられ、LESモデルを用いた計算を積み重ねる必要がある。これについては 3.1.1.1節に説明

がされている。

放射過程に関しては、気象・気候モデルにおいて広く用いられている放射伝達モデルは、平行平面大気

を仮定して、光の伝達方向を上下方向のみに近似する 2流近似を用いているものが多いが、これらの仮定

はモデルの水平格子幅が十分に大きい場合には良い仮定であったが、LESモデルで計算をすることが適

切な高解像度（メッシュの幅が数 10m～数 100m）の計算においては、斜めに光が入る効果を考慮せねば

ならず、仮定が崩れる。この問題に対応するために、3次元的に放射伝達を計算する 3次元放射伝達モデ

ルの開発が必要であるが、気象モデルと結合した形で 3次元放射伝達モデルの開発を進め、この問題に対

応する取り組みをしている国は、世界的にみても欧州の一部の国を除いて存在しない。そのため、この対

応を世界に先駆けてできれば、日本が世界をリードできる可能性がある。

また、現状の気象モデルでの雲粒の扱いにおいては、雲の中における氷相の雲粒の微物理特性（雲粒の

大きさや形状、密度）を経験的に仮定しているのが現状であり、このことが計算の不確実性を生む原因と

なっている。この問題に対応するために、氷相の微物理特性を直接計算する雲モデル（Habit予測型ビン

法 [53]や、超水滴法 [18, 54]の開発が進められており、これらを利用することで気象・気候予測だけでな

く、衛星観測の観測精度向上にも寄与できることが期待される。さらに、雲に関連した現象であり、2030

年実用的に利用されることが期待される技術として、雲が持つ電荷や雷を直接計算し、雷頻度を直接予報

する「気象雷モデル [55, 56]」がある。これが実用化されれば、現在は雷警報や雷活動度といった抽象的

な物理量による予報しか存在していない雷の予測を雷頻度や電荷の分布の予報に繋げることができるだけ

でなく、雷による電気設備への被害や航空機への被雷被害低減という点で、社会に対して大きな貢献と

なる。

以上を踏まえると、2030年までに達成することが見込まれる目標は、「1.LESモデルを用いた計算の汎

用化」「2.気象モデルと結合できる 3次元放射伝達モデルを開発と、気象モデルと結合させた実験の実施」

「3.精緻な雲モデル（氷の形状を直接計算するモデル）を用いた現実事例での数値実験」「4.気象雷モデル

による雷の予測の実用に向けた開発・検証」の 4点である。これらの達成目標のロードマップについて表

3.6に示す。なお、1については 3.1.1.1節、3.1.1.3節、3.1.1.4節に説明がされているため、この章では
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割愛する。

年代
課題

2022～ 2024～ 2026～ 2028～ 2030～ 2032～

物
理
モ
デ
ル

3次元放射伝
達モデル（3D-
RD)

精緻な雲モデ
ルの開発

気象雷モデル
の実用化

ハインドキャスト実験と高速化
モデルの検証と改良

3D-RDの開発
気象モデルへの実装

精緻な雲モデルの開発と実事例での実行に向けた高度化

結合モデルを用いた
小スケールでの数値実験

実問題での数値実験

日本全体を対象とした予測
全球モデルへの拡張

実問題での数値実験

特定の地点を対象
とした実証実験

図 3.6 気象・気候分野、大気モデルの物理プロセスのロードマップ

目標達成に向けて必要な取り組み

図 3.6の目標達成に対して問題となるのは、どの目標を達成するためにも、既存の気象・気候モデルに

比べて、予報変数が増えるため、全てのモデルが従来のモデルに対して大きなメモリを必要とする点と、

計算速度のボトルネックとなる全通信を必要とする計算が含まれるという点である。また、このような要

求されるメモリの増加に対して、近年における最先端の大型計算機のメモリが小さくなり続けており、理

論性能値としては高いが、上記のような目標達成の障害となることが想定される。

気象学のコミュニティにおいて、物理モデルを開発するユーザーの多くは計算機の知見をあまり持ち合

わせていないことが多く、実際に最先端の大型計算機が利用できる環境があったとしても、目標達成のた

めに開発したモデルの性能が出ないという問題に直面する。そういう状態に陥った時に多くの物理モデル

の開発者は最先端の大型計算機での利用を諦める傾向がある。

これらを解決するために、具体的には以下の 2点の取り組みが必要となると考えられる。1点目は、計

算機科学と気象学の共同によるモデル開発といった、既に研究者として活躍している者同士の共同開発機

関の設置である。計算機を使いこなすためのノウハウの提供とは “言うは易し行うは難し”という事項の

典型例である。気象学者と計算機科学者は、お互いの研究上の興味は一致しないことがほとんどであるた

め、研究を共同で行うのは難しい。これを解決するには常日頃から気象学者と計算機科学者が顔を合わ

せる状況を作っておき、いざ必要な時に意見交換ができる状態を保っておくくらいしか方法は思いつか

ない。

2点目は、計算機科学の知見も持ち合わせた気象学の人材育成である。気象学者が必ずしも計算機の知

見を持ち合わせていないのは、教育カリキュラムにそのような知見を獲得する機会がないためである。気

象学者の中で計算機の知見を持ち合わせている者は、計算機に興味を持って自分で調べて知見を獲得した

ものか、研究遂行上必要なため自分で調べて知見を獲得した者に限られる。そのため、多くの気象学者は

大型計算機がなければ研究を進められないにもかかわらず、計算機の知見を持ち合わせていないというの

が現状である。

これら 2点を同時に解決する方法として、大学などの教育機関において、気象学者と計算機科学者が所

属するモデリング研究センターの設置が挙げられる。若手育成は、大学が主導するべきであり、大学にモ
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デリング研究センターが設置され、そこに学生が配属されるような環境を作れば、人材育成は進み、2点

目の取り組みそのものになるであろう。同時に、既に活躍している研究者がそのようなモデリング研究セ

ンターに所属することで、1点目の取り組みにもつながるであろう。

最後に、欧米や中国をはじめとして、世界的にも物理モデルの高度化は日々進んでおり、日本でも開発

を続けていかなければ世界に取り残される。その際に、欧米のように大型計算機の利用者として物理モデ

ルの開発者を取り込む制度の設計が必要になるであろう。

アプリケーションと計算量・計算資源

上記の目標のために、精緻な雲モデル（超水滴方法、Habit予測型ビン法）、雷モデルは既に気象ライ

ブラリ SCALEに実装が完了しており、3次元放射伝達モデルについては SCALEへの実装を見据えて開

発に着手している。このうち SCALEと結合した気象雷モデル [56]について取り上げる。

水平解像度 500mで、計算領域は 5,000km四方（日本全域を想定）、鉛直 90層で雷の予報計算を行う。

その際雷をもたらす日時に絞って計算を行うため年間の 2/3程度の 200事例を対象とする。必要な計算

量は図 3.7の通りである。

モデル名

（略称）
モデル名 ⽂献 計算⼿法 問題規模 総演算量 備考

SCALE-LT

Scalable Computing

for Advanced Library

and Environment

with LighTning (LT)

component

Nishizawa et al.

(2015),

Sato et al. (2015),

Sato et al. (2019)

⼒学過程：

有限体積法、構造格⼦、⾮静⼒学完全圧縮

流体⽅程式

物理過程：

雲微物理、⼤気放射、乱流、陸⾯過程、⼤

気電気計算（SCALE本体にはない機能とし

てBi-CGSTABによる線形ソルバーあり）

格⼦サイズ：500m

問題サイズ：

10000x100000x90(90億)

ステップ数：約50万ステッ

プ（dt=0.5s、72時間）

ケース数：200ケース

200000EFLOP

（2000EFLOP/

ケース）

SCALEのデフォル

トでの時間に対し

て計算時間が2~5

倍程度の計算量

図 3.7 各実験の計算設定と計算量

3.1.2.2 大気化学

背景

人間活動によるさまざまな化学物質の大気中への放出は、放射過程や雲微物理過程等を介して大気およ

び地表面の物理化学過程に大きな影響を与え得る。具体的には、二酸化炭素をはじめとする温室効果気体

や、光化学オキシダントや PM2.5(微小粒子状物質)などの大気汚染物質は、さまざまな人為的および自

然起源放出源から大気中に排出され、太陽からの短波放射や地表からの長波放射を吸収もしくは散乱する

とともに、雲の生成・成長過程等に影響を与えることにより地球温暖化等に大きく影響している。また、

高濃度の大気汚染物質に長期間曝露されることにより呼吸器系疾病の発病率や植物の枯死、農作物の収穫

量減少など、地表動植物の生態系にも広く影響を及ぼすと考えられる。さらに、黄砂をはじめとする土壌

粒子中に含まれる鉄分や降水を介した栄養塩供給が海洋生態系にも大きく影響を及ぼしている。

このような大気微量成分の大気中での動態や、気候・気象等との多岐にわたる相互作用について、地球

表層を含めた循環メカニズムを詳細にシミュレートすることは、現在の計算機資源を以ってしても十全と
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は言い難いものの、気候モデルシミュレーションの黎明期からいくつかのキープロセスに着目したシミュ

レーション実験が行われてきた。二酸化炭素の気候影響については、真鍋らが 1 次元モデルおよび 3 次

元モデルを用いて評価し、二酸化炭素の大気中濃度を 2倍に変化させると地表平均気温が 2.36度上昇す

ることを初めて示した [57, 58]。この際に用いられた 3次元モデルが、現在広く使われている地球温暖化

予測モデルの原型となっているといえる。また、1980年代からは成層圏オゾン層破壊、いわゆるオゾン

ホールとその要因としてのフロンの人為起源排出が広く認識されてきたが、要因となる化学物質の排出量

の長期的な規制シナリオとしてモントリオール議定書が 1987年に採択された。この排出シナリオに基づ

く成層圏オゾン層の回復傾向を予測する際にも、2次元および 3次元の全球化学輸送モデルを用いた長期

シミュレーション実験が行われており、2000年代に入ってからはベクトル計算機を利用した 3次元モデ

ル計算が日本国内でも行われている [59, 60]。

二酸化炭素をはじめとする気候–化学相互作用の重要性が広く認識されるようになってから後は、地球

表層の大気、海洋、陸域といった気候システムを構成するサブシステムとしての大気モデルが地球システ

ムモデルのなかに要素モデルとして組み込まれ、要素モデル間での変数交換を行いながら大気中濃度等の

時間発展をシミュレートすることが広く行われている。IPCC 第 6 次報告書の科学的知見の基盤となる

CMIP6の中では AerChemMIPがそれら化学輸送モデルの相互比較プロジェクトであるが、世界的には

10のモデルグループ、うち日本からは 2つのモデルグループが参加している。

学術的・技術的課題、目標

大気微量成分の大気中での動態およびその気候的影響を正しく評価するためには、大気中で物質がどの

ように運ばれ消えていくのか、すなわち 1) 地表・海洋表面上などから大気への排出および植物等による

吸収、2)輸送過程、3) 変性過程、4) 沈着過程の諸過程と、5)大気中における放射過程とをなるべく精緻

に評価する必要がある。そのため、この諸過程において考えられる課題について概観したい。

1) 排出・吸収過程

地球温暖化に最も影響を及ぼす大気成分である二酸化炭素は、人間活動における化石燃料消費や土地利

用変化に伴う排出と、海洋や陸域生態系による吸収が重要な変動源であり、これらのプロセス理解の深化

と交換量の精緻化が重要な課題である。大気モデルや人工衛星を用いたトップダウン推定のほかに陸域モ

デルや統計データを用いたボトムアップ推定がある。これまではこれらの推定手法間の差異が大きかった

ものの、近年では観測データの拡充やモデル高度化に伴い、比較解析が進みつつある。たとえばグロー

バルカーボンプロジェクトでは、毎年大気モデルを用いたトップダウン推定を含めた二酸化炭素排出量

の推定結果を取りまとめており、2020年には COVID-19によるロックダウン等の影響で 5.4%減少した

と推定されている [61]。近年は人工衛星のセンサー性能の向上に伴い、衛星データの高解像度化が進みつ

つある。たとえば ESA(欧州宇宙機関)が 2017年に打ち上げた Sentinel-5Pに搭載された TROPOMIは

7 × 7kmの解像度であり、JAXA(宇宙航空研究開発機構)が 2023年に打ち上げ予定の GOSAT-GWは

3× 3kmの解像度を想定している。これらの高解像度衛星に近い空間分解能で、かつ COVID-19や福島

第一原発事故のようなイベント的な変動に対しても即応性の高い対応が行えるようにすることなどが当面

の課題として挙げられる。

エアロゾルに関しては気候変動に関連した地表生態系の応答に関する理解がまだ十分でないと考えられ
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るため、これらのプロセス理解の深化が求められる。具体的には、気温上昇に伴う植生起源揮発性有機化

合物 (BVOC)の排出量増大と、それに伴う 2次有機エアロゾルの濃度増大、および二酸化炭素濃度増加

に伴う植物のイソプレン排出量の増加が挙げられる。また、信頼性の高い統計データを得づらい森林火災

由来の排出量についても精緻化が求められる。とくに衛星から観測しづらい泥炭火災や、火災由来の対流

による鉛直輸送などの精緻化については、土中の炭素含有量や燃焼時の熱量などにも大きく影響されるの

で、気候モデルにおける陸面過程の精緻化がこれらのプロセスの表現向上につながる可能性がある。

2) 輸送過程

大気微量成分の大気中の輸送およびその過程での混合等については、水平および鉛直方向の解像度が大

きく影響している。例えば、八代らは水平解像度を 2～3km程度まで高めることにより、インドネシアに

おける降水の日変化が低解像度の場合と比較して大きく振る舞いを変えることを指摘している [62]。ま

た、佐藤らは 3.5km程度の高解像度実験を行うことにより、極向きのエアロゾル輸送が低解像度の際よ

りもより適切に表現されうることを示した [63]。前線内の収束帯や降雨の構造をより適切に表現するため

には、この程度の解像度が必要となると考えられるが、以降の変性過程や沈着過程などの精緻化と並行し

て、気象の諸プロセスが適切に表現できる水平・鉛直解像度で実験が行えるよう、気象モデル開発者・研

究者と連携をとりつつ開発を進めることが求められる。

3) 変性過程

たとえば、光化学オキシダントの主成分である対流圏オゾンは地表から直接排出されず、大気中におけ

る光化学反応によって窒素化合物や炭化水素などから生成される。このように、とくに短寿命な大気微量

成分にとっては大気中における変性過程が非常に重要である。一例として、MIROC-CHASER では 90

以上の化学種の 250種以上の化学反応を考慮している [64]。ただし衛星によるホルムアルデヒドやイソプ

レンなどの観測結果などから、都市域や森林周辺での未解明の VOC(炭化水素)と OH(水酸基)ラジカル

の反応がありうるともいわれている。また、海洋上の遠隔地においてはオゾン濃度が 10ppb以下になるよ

うな極低濃度が観測されているが、ハロゲン等との反応も指摘されており、海洋起源のヨウ素や臭素およ

びその大気中での化学反応を導入することによりモデルの予報精度が改善される可能性がある。より長期

的には、今後の高解像度化および化学反応系の複雑化とともに、準定常状態 (QSSA: quasi-steady-state

approximation)を仮定するのではなく、より効率的な化学反応モジュールの導入が望ましいと思われる

(cf. Shen et al., 2020[65])。

4) 沈着過程

大気中を漂う微小粒子であるエアロゾルは、降雨、降雪に捕らえられたり凝集核として雲に取り込まれ

たりするなどして大気中から除去される。PM2.5の成分の一つであるブラックカーボン (黒色炭素粒子)

は、森林火災等での不完全燃焼の際に排出される「すす」である。排出時には水に溶けにくい疎水性粒子

として排出されるが、輸送途上において徐々に表面に水滴が付着し、親水性を獲得していく (cf. Kanaya

et al., 2016 [66])。このような過程を適切に表現するためには、エアロゾルの種類だけでなく、粒径やそ

の表面に付着した他の物質等も表現しうる 2次元の粒径分布を考慮する必要がある。現在日本国内におい

ても複数の研究機関でそのような詳細なエアロゾル状態を表現できるモデルが開発されつつあり、今後も
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継続的な改良が期待できる (cf. Kajino et al., 2019 [67] ; Matsui & Liu, 2021 [68])。

また、日本の山岳域などでは地表付近の霧による大気中からの除去が重要であるといわれており、関西

域での実観測等に基づくパラメタリゼーションが一部の領域化学モデルに導入されている [69, 70]。

5) 放射過程

沈着過程の項目で触れたようなエアロゾル表面上への水滴の被覆量は、エアロゾルの大気中からの除去

されやすさだけでなく、表面の水滴がレンズのように太陽光等を屈折させてエアロゾルの大気加熱効果を

増幅させる役割があり、この観点からも詳細なエアロゾルモデルは重要な役割を持っている。粒径や被覆

量を適切に考慮することによって、ブラックカーボンエアロゾルの地球温暖化への影響が既存の粒子表現

と比べて 7倍近い幅を持ち、排出時の粒径分布や輸送経路上での親水性獲得を適切に評価する必要がある

と指摘されている [71]。

年代
課題

2022～ 2024～ 2026～ 2028～ 2030～ 2032～

大気化学

エアロゾル
モデルの
高度化

高解像度衛
星データを用
いた高解像
度輸送検証

化学反応系
の精緻化

精緻化され
たモデルで
のO(1km)で
のイベント実

験

精緻化されたモデルでの
長期計算

図 3.8 気象・気候分野、大気化学のロードマップ

目標達成に向けて必要な取り組み

二酸化炭素を含む気候–化学相互作用シミュレーションについては、30年以上の長期積分が一般的であ

るが、メタンなどの SLCF(短寿命気候因子)のシミュレーションについても光化学的なフィードバックを

考慮した場合、成層圏の水蒸気生成等まで含めると 10年程度の積分期間が必要となる。対流圏における

全球的な汚染気塊の輸送シミュレーションとしては数週間程度と比較的短い積分期間での事例解析で良い

場合もあるが、気候応答を考える場合は年単位のシミュレーションが必要となる。また、森林火災のよう

に年々変動の影響が大きいものもあるため、長期トレンドと年々変動の適切な評価のためには複数年のシ

ミュレーションを行う必要がある。

全球化学輸送モデル MIROC-CHASER においては数十種類のトレーサーの移流計算が必要になるた

め、気候モデルよりもノード間通信は隣接通信の比重が大きい。このため高解像度化に伴う計算量増加の

対策として、使用ノード数を増やすことが有効である。現在MIROCでは緯度方向でのノード分割と鉛

直方向のノード内並列を考慮しており、プロセス空間の分割についてはより最適化する必要がある。

また、現状における力学過程計算部分は予報化学種のトレーサー数に応じて計算負荷が高くなってお

り、計算機の効率的な利用のためにはとくに移流過程と光化学反応過程のアルゴリズム改良が必要であ

る。

アプリケーションと計算量・計算資源

全球スケールおよび領域スケールの化学輸送モデルとしては国内研究機関において開発・運用されてい
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るものが複数あるが、ここでは一例として MIROC-CHASER を取り上げる。以下の例では水平解像度

80kmでの 10年積分だが、解像度を 2倍にすると必要資源量は約 8倍に増加する。

アプリケーション

• モデル名: MIROC-CHASER (Chemical AGCM for study of atmospheric environment and

radiative forcing)

• 力学コア: スペクトル法

• 移流スキーム : フラックスセミラグランジュ法

• 物理過程 : 雲微物理、大気放射、乱流、陸面過程など

• 化学過程 : 光乖離、気相反応、エアロゾル、雷 NOx 生成、湿性・乾性沈着、生物起源放出など

問題規模

• 格子点数 : 1200 万 (水平解像度 80km, 鉛直 60 層)

• ステップ数 : 530 万 (dt=1 分, 10 年積分)

要求性能精査の根拠等 (過程)などの説明

• メモリ量: 40PB

• 総演算量: 14,000 EFLOPS

3.1.2.3 海洋

背景

海洋は大気に比べて流れは緩やかであるが熱容量が大きいため、特に長期の気候変動に対して重要な役

割を果たしている。また、CO2 やメタンの吸収などの海洋による物質循環を通じて、地球温暖化にも大

きな影響を持つと考えられる。すなわち、気候モデルを用いた長期気候変動予測のために、海洋は欠かす

ことのできない要素である。

全球規模の気候変動において、北極海は最も温暖化の影響が大きい海域で、特にここ数十年間での海氷

面積の減少とそれに伴う海上気温の上昇は最も顕著である。近年は、北極海のバレンツ・カラ海での海氷

減少に伴ってシベリア高気圧が強化し、我が国を含む北半球中緯度の冬季気候に対して遠隔的に影響して

いるとの指摘もある。さらに、北極海の海氷減少に伴って、我が国と米国東海岸・欧州を結ぶ航路として

北極海を通る航路 (北極海航路)の利用可能性に関する調査も進んでおり、数週間から数十年スケールの

予測が航路選択や造船計画に利活用されつつある。このように、北極海の海洋-海氷変動システムの解明

に対する学術界・産業界での重要性が近年高まっている。

一方、北大西洋のメキシコ湾流・北大西洋海流、北太平洋の黒潮は、低緯度にある高温な海水を高緯度

に輸送することで顕著な南北熱輸送を担う代表的な海流である。しかしながら、これらの海流の正確な表

現は、CMIP6 に参画するような最新の気候モデルでも困難である。特に我が国の南岸を流れる黒潮は、

全球規模の気候に対してはもちろんのこと、日本の気候・気象に対しても大きな影響を持つことが知られ
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ている。近年はさらに、スマート水産業や洋上発電など、日本近海の海流情報の有効な活用法が提唱され

つつあり、これら産業界のニーズを満たすためにも、詳細な海流の予測やそのメカニズム解明の重要性は

増している。

学術的・技術的課題、目標

気候モデルを用いた長期気候変動の予測の向上において海洋モデルの高精度化は必須である。気候モデ

ルの海洋コンポネントモデルにおいて全球をほぼ同じサイズの格子で覆う場合、CMIP6に結果を提出し

ている世界で最も細かいモデルの格子サイズは約 10kmである。一方、CMIP6に参加している我が国の

2つの気候モデルの海洋コンポネントの格子幅は 100km程度であり、海洋高解像度版でも格子幅は 25km

程度である。この 25kmと 10kmの差によって、前述の黒潮やメキシコ湾流などの西岸境界流の正確な表

現にも差が出てくると考えられる。格子サイズを変更するためには、新たなチューニングに加え、複数の

感度実験と多くのアンサンブル実験を行わなければならない事情もあり、次期 CMIPに向けた計算では

格子幅 25km程度に据え置かれている。さらに 5～10年後に想定される後継の CMIPでは、多くのモデ

ルで、10km程度の水平格子幅が標準的になる可能性が高い。国内のモデルグループも、後継 CMIPに向

けて、5年後を目標に全球 10km海洋モデルを組み込んだ気候モデルの構築を目指す必要がある。

一方、上記のように全球をほぼ同じサイズの格子で覆うのではなく、一部だけを高解像度としたネス

ティング海洋モデルを気候モデルのコンポーネントにする試みも進めていくべきである。まず、温暖化の

影響が最も大きく長期予測が学術的・社会的に重要視されている北極域を高解像度としたネスティング全

球海洋モデルに対して、大気モデルを結合した気候モデルの構築・実行を目指す。

上記は 5年以内に着手可能なものであるが、10年先を見据えてかつ日本近海の海流情報に対するニー

ズの高まりを考慮すると、日本近海をさらに高解像度としたモデルについても着手する必要があると考え

ている。この場合、最低でも日本近海の水平解像度を 500m程度とする海洋モデルの構築を目指すべきだ

と考えている。また、海洋循環の応用分野をより広げるためにはさらなる高解像度モデルが必要で、日本

近海のみ水平格子幅 100m程度にしたモデルの構築も可能になるのではないかと期待している。

年代
課題

2022～ 2024～ 2026～ 2028～ 2030～ 2032～

海洋
(長期気候予
測)

海洋全球10kmの気候モデル

北極3-5km/全球25kmの
気候モデル

日本近海500m(多重ネスト）の
海洋モデル左記モデル

のアンサン
ブル実験 日本近海100mの海洋非静力モデル

図 3.9 気象・気候分野、海洋のロードマップ

目標達成に向けて必要な取り組み

まず、水平格子幅 10kmの全球海洋気候モデルの開発の現状について述べる。我々のグループで開発し

ている海洋モデル COCOは、水平格子幅 10kmの海洋単体モデルとして、現在、研究などに活用されて

おり、問題なく稼働している。さらに、大気非静力モデル NICAMと海洋モデル COCOを結合したモデ

ル NICOCOにおいても、水平格子幅 10kmの海洋モデルの結合に既に着手しており、それを用いた黒潮
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域における大気海洋相互作用に関する研究を進めている。このように、気候モデルにおける海洋モデル高

解像度化に関する技術的な課題はこれらの経験を踏まえて克服されており、あとは計算機資源の不足が唯

一の問題である。

また、北極海高解像度の海洋ネスティングモデルは、既に海洋単体でのテストランを完了している。さ

らに、黒潮域を含む日本近海を高解像度とした海洋ネスティングモデルを組み込んだ気候モデルによる研

究例も既に存在し、これらの経験が北極海高解像度気候モデルの構築にそのまま生かされる。すなわち、

長期気候変動をターゲットとして海洋ネスティング気候モデルを構築・実行する上での技術的課題はおお

よそ解決済みであり、既に計算機資源の充実が待たれる段階にある。

日本近海 500mの海洋モデルを組み込んだ気候モデルについては、多重ネスティング手法によって構築

した海洋単体モデルの実行・研究経験がある一方、大気モデルを結合した気候モデルの開発は未着手であ

り、今後取り組むべき技術的課題であると考えている。また、日本近海のみ水平格子幅 100m程度にした

海洋単体モデルは、従来のモデルで用いられてきた静力学仮定が満たされない現象も陽に表現できるよう

になるため、非静力海洋モデルの導入も検討するべきだと考えている。

アプリケーションと計算量・計算資源

全球 10km海洋モデル COCOは、格子数が 3, 600 × 3, 000 × 62である。タイムステップは 6分、長

期気候変動をターゲットとするために 200 年の積分を考えると、タイムステップ数は 1.3 × 108 であ

る。東京大学 Wisteria (1 ノードあたり 48 コア/CPU で理論値 3.3TFLOPS) を 500 ノード (理論値

1.65PFLOPS)使用して 1年間の積分に約 5時間半を要するので、200年積分 (1ケース)に 1か月半かか

る。上記は海洋単体モデルであり、気候モデル MIROCにおいて大気モデルも同程度の計算量を割り当

てると、1ケース辺り 3カ月要する。数ケースのシナリオの実行を想定すると、1.65PFLOPSを 1年間

使用する計算になる。さらにアンサンブル数を 5程度として、それを数年間で実行すると考えると、必要

な総演算資源量は 3PFLOPS程度である。

海洋モデル COCO の北極海高解像度ネスト版は、外モデルは全球 25km 海洋モデルで格子数が

1, 440 × 1, 280 × 62、北極海モデル (解像度 3km) は 7, 200 × 1, 280 × 62 である。タイムステップは 3

分、長期気候変動をターゲットとするために 200年の積分を考えると、タイムステップ数は 2.6× 108 で

ある。上記の全球 10kmモデルに比べて、実行内容は同じで海洋部分の総演算量は約 2倍、大気モデルは

前述の海洋 10kmモデルと共通とすると気候モデルMIROCとしては 1.5倍となる。そのため、必要な

総演算資源量は 4.5PFLOPS程度である。

日本近海 500m の海洋モデルは 4 重ネストで全球モデルから段階的に細かくする。最も解像度の高い

最内モデルの格子数が 4, 500× 3, 600× 62である (より解像度の粗い外側のモデルの総計算量は最内モデ

ルの 20%程度だと考えられるので以下の見積もりでは割愛する)。積分期間は長くても 1年程度であり、

タイムステップを格子幅からの推定で 1分とすると、タイムステップ数は 5.3× 106 である。ただし、こ

れほどの高い解像度では潮汐の影響を考慮に入れなければならず、流速の大きい短周期の潮流が生じるた

め、タイムステップは 1 分より短くなる可能性もある。このような高解像度シミュレーションにおいて

は、アンサンブル数を確保する必要があり、それを 20程度とすると必要な総演算資源量は 81TFLOPS

である。これよりさらに細かい日本近海 100m格子モデルを用いて同様の計算を行うと、500m格子モデ

ルの 125 倍だとすると必要な総演算資源量は 10PFLOPS である。なお、この水平解像度では静水圧近
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似が成り立たない現象が顕著になる可能性もあり、日本近海 100m 格子モデルとして非静力海洋モデル

KINACOの使用も検討する。

詳細な問題規模と総演算量については、図 3.10を参照いただきたい。

図 3.10 各実験の計算設定と計算量

3.1.3 データ同化・データサイエンス（AI, 機械学習）

背景

データ同化は、数値予報モデルによる第一推定値を、観測データを利用して修正することで最適な初期

値（解析値）を推定する方法である。これまで様々なデータ同化手法が多くの研究によって開発されてき

た。現在では、4次元変分法 (4D-VAR [72, 73])及びアンサンブルカルマンフィルタ (EnKF [74, 75])が

主流となっている。4D-VAR、EnKF ともに流れに依存した誤差成分を考慮する高度なデータ同化手法

で、理想的な条件のもとでは同等の精度が得られることが知られている [76]。また、両手法のメリットを

生かすハイブリッドデータ同化手法の開発が盛んに進められている。さらに、これまでのデータ同化手法

が確率分布のガウス性を仮定しているのに対し、非ガウス性を考慮することが可能な粒子フィルタ法を気

象モデルに適用する研究も進んでおり [77]、降水過程などの非ガウス性の強い現象に対して効果を発揮す

ることが期待される。また、様々な分野で研究開発が進められている機械学習をデータ同化で活用する取

り組みも盛んである。

降水、強風、落雷といった顕著現象をより精度良く予測するには、時空間的には数 100m～数 km、数
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分～数時間スケールの気象情報が必要であり、数値モデルの計算のメッシュとしては数 10m～数 100m、

時間刻みとしては 1秒以下という高い時空間解像度が求められる。竜巻のようなマイクロスケールの顕著

現象の実用的な予測のためには、時空間的にさらなる高解像度が必要となる可能性がある。また、高い空

間解像度は、数値モデルだけでなく、データ同化のための観測データにも求められる。

学術的・技術的課題、目標

これまで、数値天気予報におけるデータ同化は、大気、海洋などそれぞれにおいて行われてきた。近年

では、大気と海洋のデータ同化を同時に行う強結合データ同化の開発が進められている。数値予報モデル

開発においては、エアロゾルモデルや化学モデル、植生モデルなど様々なコンポーネントをつなぐ地球シ

ステムモデルの開発も進められている。地球システムモデルの包括的データ同化は数値予報の精度向上に

重要な役割を果たすと考えられる。また、近年では、様々な分野で研究開発が進められている機械学習を

データ同化で活用する動きも見られる。

これまでにも、気象レーダや地上観測、人工衛星観測などの膨大なデータが用いられてきたが、近年は

フェーズドアレイ気象レーダや気象衛星ひまわり 8号などの登場により、従来と比べて一桁以上大きな観

測ビッグデータが利用可能になってきた。高解像度高頻度の観測データを有効活用し予測精度を向上する

には、数値モデルのさらなる高解像度化や膨大な観測データを効率的にシミュレーションに取り込むデー

タ同化システムの開発が求められている。線状降水帯のような極端現象は非線形性が強く、非ガウスを考

慮するデータ同化手法の開発が必要となる。これを達成するためには、大規模並列計算に適した数値予報

モデルとデータ同化手法が必要となる。例えば、数値予報モデルの解像度や観測データに含まれる誤差相

関などの影響で、多くの観測データを有効に利用できず、捨てざるを得ない。今後、データ同化の更なる

研究開発により、観測誤差相関を直接考慮する方法などを開発して、より多くの観測データを効率よく利

用して予報精度が向上することが期待される。

気象予測において、データ同化を用いて多くの観測情報を取り込んで精度の良い初期値を作成すること

は必要不可欠である。地球観測技術は年々高度化しており、数多くの人工衛星や地上観測装置が開発され

ている。そのデータ量は 1 世代前のものと比べると桁違いの数十～百倍となり、まさにビッグデータで

ある。こうした人工衛星や、レーダ等の地上観測網の整備には多額の資金が必要であり、その価値を余

すことなく利用することは我々に課せられた重要な責務である。近年では測器の設計前にその有効性を

シミュレーションして評価する「観測システムシミュレーション実験（Observing Systems Simulation

Experiment: OSSE）」の重要性が高まっている。OSSEにより、どのような測器をどう配置・運用すれ

ば効果的か、どのようなデータ同化システムを用いればどの程度予測の精度向上につながるかを事前に定

量的に評価することが出来る。社会基盤としての気象予測システムの維持発展のためにはこのような研究

も欠かすことができない。

実際の気象予測においては、フラッグシップ計算機のような計算資源を投入することは出来ないが、フ

ラッグシップ計算機による知見を低コストで反映するために機械学習手法を応用することが考えられる。

例として大規模計算の結果を学習し、低解像度の計算から高解像度予測を作成する超解像技術が挙げられ

る。その他のデータ駆動手法の応用としては、物理過程のパラメタリゼーションの機械学習による置き換

え、モデル誤差の修正、観測演算子の機械学習による構築、機械学習手法を用いたデータ同化手法の改

善、モデル出力の統計補正などが挙げられる。
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年代
課題

2022～ 2024～ 2026～ 2028～ 2030～ 2032～

データ同化
機械学習

地球システムモデルによる
強結合データ同化システムの開発

地球システムモデルによる
強結合データ同化実験

高解像度データ同化手法の開発
（解像度100m以下）

データ同化とAIの融合研究 AIを使った新しいデータ同化手法の開発

高解像度データ同化手法の開発
（解像度10m以下）

図 3.11 気象・気候分野、データ同化・データサイエンス（AI, 機械学習）のロードマップ

目標達成に向けて必要な取り組み

現在気象分野で用いられているデータ同化手法には、大きく分けて変分法とアンサンブルカルマンフィ

ルタがある。将来的な方向として、アンサンブルカルマンフィルタによって得られる「その日の流れ場」

を考慮した背景誤差共分散を 4次元変分法の中で利用することによって精度向上を図る、ハイブリッド手

法があり、近年盛んに研究されている。また、これらのデータ同化手法が確率分布のガウス性を仮定して

いるのに対し、非ガウス性を考慮することが可能な局所粒子フィルタ法を気象モデルに適用する研究も進

んでおり、降水過程などの非ガウス性の強い現象に対して効果を発揮することが期待される。同様に、非

線形性を考慮するために機械学習手法を用いる研究もある。

アンサンブルカルマンフィルタにおける主要な演算は、固有値分解や逆行列などの行列演算である。こ

れまでアンサンブル数はせいぜい数十から百程度であったが、今後は少ないアンサンブル数によるサンプ

リングノイズを減らすために数百以上のアンサンブル数を確保することが求められるようになるだろう。

しかし、行列の演算量は行列の大きさに対してその 2 乗や 3 乗で増加するため、アンサンブル数や観測

データ数によって演算量は劇的に増加する。数値予報モデルでは演算効率を上げるために、単精度実数の

利用が進められている。データ同化においても単精度実数の利用を検討する必要があるが、行列演算の精

度に影響を与える可能性がある。富岳でのグランドチャレンジでは、数値予報モデル、データ同化両方に

おいて積極的に単精度の利用を試み、解析精度の精度悪化は最小限であることを確認した。このような問

題を含め、演算効率を向上させるために単精度実数の利用やアルゴリズムの改良を含めたさらなる開発が

必要となるだろう。また、アンサンブルカルマンフィルタでは、アンサンブル数だけのファイル入出力を

伴うため、ストレージの量だけではなく巨大になるファイル数に対応したファイルアクセス速度の向上も

非常に重要である。気象学やデータ同化のアプリケーション開発者のみでこれらの問題を解決することは

難しい。富岳の開発では、アプリケーション開発者と計算機開発者による協調設計「コデザイン」によっ

て、アプリケーションの高度化、様々なタイプのアプリケーションにとって使いやすい計算機開発に成功

した。次世代のスーパーコンピュータ開発においても「コデザイン」が非常に重要となる。

アプリケーションと計算量・計算資源

(A) データ同化 (NICAM-LETKF)
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NICAM-LETKFは、局所変換アンサンブルカルマンフィルタ（LETKF）を全球非静力学大気モデル

（NICAM）に適用したものである。LETKF は格子毎に計算が完全に独立しているため並列性に非常に

優れている。

問題規模

• 実行形態：1 時間毎に新たな観測データを取り込んで初期値をアップデートする（1 時間サイク

ル）。このため、大気モデルのシミュレーションを 1.5 時間分行い、1.5 時間積分した時刻の前後

30分の 10分毎のアンサンブル出力値を用いてデータ同化を実行する。これを 1,440サイクル繰り

返し 2ヶ月間のシミュレーションを行う。

• 格子数：全球 3.5km、鉛直 94層（約 43億格子）

• アンサンブルメンバー数：1,000

• ケース数：2

• 総演算量：896,000 EFLOP

• 総メモリ使用量：10万ノードを使った実行で 1.4PB

• 総ストレージ容量：15PB

大気モデルの演算量は解像度 n倍に対して n3 倍に増える一方、アンサンブルデータ同化では、解像度に

対して n2 倍、アンサンブルメンバー数mに対してm2 倍からm3 倍で増加する。この実験を 1ケースあ

たり 24日で行うとする場合、必要となる計算機性能は演算性能で 220PFLOPS、メモリバンド幅性能で

270PB/sである。このうち、アンサンブルデータ同化は行列演算が大きな部分を占めるので、大気モデ

ルと比較してより高い演算性能を要求する傾向にある。ネットワーク通信については、大気モデルでは主

に隣接通信を行い、アンサンブルデータ同化では数回の大域通信を行う。どちらも現在のネットワーク速

度で十分と見積もられる。ファイル I/Oでは、大気モデルシミュレーションとアンサンブルデータ同化

にかかる時間が 1:1であるとすると、大気モデルでは実時間で 20～30秒ごとにノードあたり 3GB程度

のファイル出力を行うと見積もられ、300MB/s程度のファイル I/O性能が必要である。これに対しアン

サンブルデータ同化は書き出された大気モデルの結果を一気に読み込んで処理するため、ストレージ帯域

全体で 80TB/s程度の性能があると望ましい。大気モデル及びデータ同化における通信は、富岳での実測

値からの推定で総経過時間に対する割合は高くないことがわかっている。上記の問題サイズにおける、1

サイクルでのデータ同化での通信量は約 3PBと見積もられる。データ同化 1サイクルを約 1時間で終わ

らせ、通信にかけても良い時間を全体の 2%と仮定すると、要求されるネットワークバンド幅はノード当

たり高々 0.5GB/sとなる。

富岳のコデザインでの取り組みによって、アルゴリズムの改良やチューニングによって演算性能が向上

した。また、現在気象モデルでは倍精度実数を用いるのが一般的であるが、演算性能を向上させるために

単精度化への取り組みが始まっている。これにより演算性能が上がることが実証され、さらに物理性能も

おおよそ保証されることが示されている。

(B) データ同化 (SCALE-LETKF)

SCALE-LETKF は大規模並列計算に向けて設計された領域気象モデル SCALE-RM と、並列実行性



3.1 気象・気候 51

能に優れたデータ同化手法である局所アンサンブル変換カルマンフィルタ LETKFを組み合わせたシス

テムである。ここでは SCALE-LETKF を念頭に、将来の領域気象予測に必要となる計算量の見積もり

を行う。

問題規模

竜巻スケールの現象を解像できる数値天気予報の実現可能性について考える。解析領域としてフェーズ

ドアレイ気象レーダの探知範囲 120km四方を設定する。50m解像度、100アンサンブルの領域気象モデ

ルの時間積分を 30秒先まで行い、30秒毎にデータ同化を行う。観測データとして、300方位、600レン

ジビン、110仰角のフェーズドアレイ気象レーダの観測データを同化する。得られた解析アンサンブルを

初期値として、100メンバーの 30分先までのアンサンブル予測計算を行う。

• 格子数：50m解像度、鉛直 50層（2.88億格子）

• アンサンブルメンバー数：100

• 総演算量：2EFLOP（30秒あたり）

以上を 30秒以内に処理するために必要な計算機性能は、約 1017FLOPS=100PFLOPS。実行効率を現

在と同じレベルの 10％と仮定すると、計算機の理論性能としては 1EFLOPSが求められる。主記憶は合

計 300TB、ファイル IOは 1サイクル辺り 12TB必要となる。

3.1.4 世界の動向とハードウェアに求める計算機性能

本項では気象・気候アプリケーションがハードウェアに求める性能要求について、各アプリケーション

に見られる共通項を抽出し、俯瞰的な視点でまとめる。しかし現在のアプリケーションが置かれている立

場は、ハードウェアに自由な要求を行う側にいるというよりも、電力性能向上や計算機の市場トレンド

に駆動されたハードウェアの変化に起因し、さまざまな制限を受けている側にいるといえる。そのため、

ハードウェア側への要求と同時に、アプリケーション側でどのような変革を行うべきかという視点に立っ

て述べることとする。加えて本項では、世界における気象・気候アプリケーションの開発動向についても

触れるが、多くのプロジェクトはハードウェアから受ける制約を如何に打破するかという視点で行われて

いるという特徴がある。将来実現を目指す科学的な挑戦を進めるために克服すべき技術的挑戦の比重は増

大しており、ハードウェアとシステムソフトウェア、そしてアプリケーションが互いに連携したコデザイ

ン活動の重要性は一層増している。

並列性の確保の問題

ここ 30年のコンピュータの性能は、ムーアの法則に従い 1年間に 1.6倍の浮動小数点演算性能の向上

を達成してきた。しかし 2000年代以降、CPUの動作周波数向上は電力消費量の増加を理由に頭打ちと

なり、演算コアの数を増加させる方法に切り替えることで、性能向上が維持されることとなった。近年

における CPU 内でメインメモリ・キャッシュを共有したコア数の増加は顕著であり、Intel Xeon Phi

(Knights Landing世代)や AMD EPYC (Millan世代)のように、1CPUに 50コア以上搭載されるのも

珍しくない。また、CPU1 コア内においても、1 回の命令で複数のデータに対して同じ演算を行う方法
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（Single Instrution Multi Data: SIMD）が強化される方向にあり、例えば京コンピュータでは倍精度・単

精度演算で同時 2つであったのに対して、富岳では倍精度・単精度・半精度の演算でそれぞれ 8、16、32

個のデータを処理する [78]。GPUにおいても、例えば NIVIDIA TESLA A100は約 7,000の Streaming

Processor (SP, NIVIDIAの場合は CUDAコア)を備え、CPUがコア数 × SIMDで並列処理するデー

タを SPで処理する。この時、CPUも GPUも演算に対して相対的に速度の遅いデータ転送を隠蔽する

ために、演算とデータ転送がオーバーラップされる形で実行する。CPUではこの手法をソフトウェアパ

イプライニングを用いて実現しており、性能が向上するために必要なデータ数は SIMD実行数の数倍に

なる。そのため、実際にハードウェアが同時処理するデータ数よりもさらに多くのデータ数を用意する必

要があり、例えば富岳では数百個のデータを同じ命令で同時処理する形になりがちである。スーパーコン

ピュータでは、このような CPU・GPUをさらに数千・数万と並べてネットワーク接続することで最大性

能を実現している。シミュレーション側はこのようなハードウェアの階層的な並列処理機構に合わせて、

計算を処理する必要がある。最も重要なのは同じアルゴリズムで同時処理できるデータを用意することで

あり、これを並列性の確保という。気象・気候計算の科学的な要請とマッチしつつ並列性を確保するのに

有効なのは、空間解像度 (格子点数)の向上とアンサンブル実行数の向上である。特にアンサンブル数の

向上は、後述する空間解像度の向上と比較して困難が少なく、シミュレーションモデルそのものに加える

改良も少ないため、向こう 10年の計算機の変化の中でも非常に有効な手段であるといえる。

一方で空間解像度を向上させた場合、一般的に CFL 条件により時間刻みも小さくしなければならず、

同じ時間分をシミュレーションするために必要な演算量が増大する。気象・気候モデルはほとんどの場

合、空間方向にプロセス分割して並列化するため、高解像度化に伴う格子点数の増加はプロセスあたりの

格子点数を変えずにプロセス数を増加 (ウィーク・スケーリング)させることによって対応できる。しか

しそのままでは、時間刻み幅が小さくなり計算ステップ数が増大したことに対応できないため、高解像度

シミュレーションは気候シミュレーションと同程度の計算ステップ数では数日から数ヶ月の短期間計算に

とどまらざるを得ない。現業の気象予報や長期気候計算で必要となる、計算をより短い時間で達成する

(Time-to-Solution) という観点においては、ステップ数の増大に対応するためにプロセスあたりの問題

サイズ (=格子点数)を減らしながら利用プロセス数を増加 (ストロング・スケーリング)させる必要があ

り、並列性の確保や通信時間が占める比率の相対的な増加により、性能向上はかなり困難である。今後の

モデル開発では、1) 1時刻ステップの計算を高速化する、2) 1時刻ステップの時間刻み幅を長くする、3)

プロセス間通信にかかる時間を短縮する、といった点が重要視されると考えられる。ハードウェア・シス

テムソフトウェア側に期待する機能を以下に挙げる。

• SIMD並列実行の柔軟性の向上：長い SIMDのビット幅を使い切れないような計算の場合も、ルー

プ内の複数の計算式をまとめ上げて計算可能にするようなコンパイラの機能や、ハードウェア機構

が追加されることが望ましい。

• 通信速度・レイテンシ性能に比重をおいた設計：相対的に比重の増すプロセス間通信について、で
きる限り通信時間を削減するような設計が行われることが望ましい。特に加速機構へオフロードし

たデータをノード間をまたいで通信するケースについて、より通信時間を削減するための研究開発

が求められる。

一方で、アプリケーション側に求められる変革としては、以下のようなものが挙げられる。
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• モデルの時間発展に着目したアルゴリズム研究開発：1時刻ステップの時間刻み幅を長く取れるよ

うなスキームの選択や、計算安定性を向上させるための開発が求められる。一方で、空間解像度と

同様に時間解像度もシミュレーションの表現力を向上するために重要な要素であり、敢えて短い時

間刻み幅を前提としてアルゴリズムの簡略化を図り、1時刻ステップの計算を高速化するという戦

略も考えうる。

• 新たな方法による計算高速化：解きたいアルゴリズムを計算機に最適化する方法は限界にきてお
り、後述する低精度計算の活用や代替モデルの活用など、これまでのシミュレーション精度を犠牲

にするリスクを伴う変革が必要とされる。

• 通信スキームの改良：ハードウェア側へ要求する通信速度向上と連動して、アプリケーション側も
通信部分の再実装を必要に応じて進め、コデザインを行うことが想定される。

メモリ性能と容量の問題

ムーアの法則に従って性能が向上しているのは浮動小数点数演算性能であり、メモリ性能の向上はより

緩やかにしか進展しない。その速度は概ね 1年で 1.16倍と見積もられており、10年で 4.4倍しか高速化

しないことになる。気象・気候モデルは演算量に対して用いる変数の数が多く、データ転送量が多いメモ

リ律速型のプログラムであり、ハードウェアのメモリ性能に頼った形の性能向上を期待していては、いつ

までも計算可能な問題を拡大することは出来ない。メモリ容量の問題もある。高速なメモリはコストが高

く小容量であり、安価で大容量のメモリは低速であるというトレードオフがある。そのため、格子点を一

度にたくさんメモリ上に準備して並列性を確保することと、高性能のメモリを準備して計算を高速化する

ことの両立を図ることは困難である。また、より多くの鉛直層数やより多くの予報変数を用いて計算した

いという科学的要請から、利用メモリは増大する傾向にあり、容量の不足により今後 10年で計算したい

問題がこれ以上大きくできない可能性も高い。

この問題を解決する方法として、低精度浮動小数点実数の活用と不揮発性メモリの利用が挙げられる。

前者はアプリケーション側で行う施策であり、精度を落とすことにより、さまざまな計算上の恩恵を受け

ようとするものである。例えば、メモリ使用量の減少、メモリからの転送データ量の削減による高速化、

キャッシュに留まるデータ数の増大、SIMD演算で同時に処理できるデータ数の増大、保存するファイル

サイズの削減、ファイル圧縮率の向上等が利点として挙げられる。一方でシミュレーション結果の改悪

が起こることもあるため、解きたい問題に合わせた再現性能の検証が必要となる。国内では大気モデル

NICAMの力学コアについて、理想実験を用いた単精度シミュレーション結果の精度検証が行われ、その

差は十分に小さいことが示された [79]。また欧州 ECMWFは、2021年 5月より現業予報を単精度で行

うよう変更し、その代わりに鉛直層を増加させることによって、ほぼ同じ計算リソースで総合的なシミュ

レーション精度を向上させたと報告している [80]。

後者に挙げた不揮発性メモリは、ファイルストレージとメインメモリの中間に位置するような大容量の

メモリである。この容量を活かして、より大きなメモリ空間を必要とする問題を計算することが期待され

るが、前述の通り容量の大きいメモリは低速であったり、レイテンシが長いという特徴も併せ備えてい

る。演算装置からキャッシュ、メインメモリに連なるデータ格納場所の階層構造がもう一段深くなり、さ

らに複雑化するという点も技術的課題として考えられる。これらの難点を打破し、高速な計算を実現する

ため、システムソフトウェアの研究開発の進展が望まれる。その際には、気象・気候モデルの開発者が協
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調して研究を支援し、アプリケーションにとって有効かつ望ましいハードウェアの進化が行われるべきで

ある。

プログラム・性能の移植性の問題

向こう 10年のスーパーコンピュータのトレンドとして、GPUを用いた計算機が大勢を占めることは

想像に難くない。近年の高性能計算の新たな需要は機械学習が牽引しており、多くの機械学習ライブラ

リが活用する GPUへの研究開発投資や生産設備投資が増大している。結果として、計算機の調達コスト

は GPU を利用した方が抑えられる。今後利用可能な計算資源の中で GPU の占める割合が大きくなる

場合、GPU上で計算を行うことの可能なソフトウェアに有利に働く場面が多くなると予想される。しか

し、気象・気候モデルを GPUに対応させるのは一般的に困難である。これは、データ転送律速型のアプ

リケーションであることと同時に、特定の区間が計算時間の大部分を占める「ホットスポット」が存在

しないため、数十万行にわたるモデルコードの全体を GPU上で計算しないといけないためである (例え

ば Yashiro et al., 2016[81], Lawrence et al.,2018[82])。モデル開発者はハードウェアテクノロジーの変

革のたびに大移植作業を行いたくないと考えており、そのような要請から、Fortran や C 言語でのソフ

トウェア開発をやめ、ドメイン特化言語（Domain Specific Language, DSL）や新たな設計で作られた

プログラム言語を用いて、アルゴリズムの記述と計算機への最適化を分離するような開発の方向性が提

案された。海外では既に、このような可搬性と高性能を両立させるプログラミング環境への移行が試験

的なフェーズを終え、実際にプロダクションランを行う域に達している。例を挙げると、米国で開発さ

れている E3SM は C++ のテンプレートフレームワークである kokkos [83] を利用して力学コアと主要

な物理課程スキームを置き換え、世界トップクラスの GPU スパコンを用いた計算性能評価を進めてい

る（例えば Bertagna et al., 2019 [84]）。また、NOAAの新現業予報システム UFSの中核となる大気モ

デル FV3は、地球物理流体力学研究所（GFDL）とアレン人工知能研究所の研究者らの手によって、ス

イスのスーパーコンピュータセンターが開発した GridTools および GT4Pyを用いた記述に置き換えら

れつつある [85, 86]。GridToolsは C++のテンプレートフレームワークであり、GT4Pyはアルゴリズ

ム開発者が Pythonで記述したコードを変換し、GridToolsフレームワークに適用させるライブラリであ

る。一方、カリフォルニア工科大学、マサチューセッツ工科大学、NASAジェット推進研究所による気

候モデリングアライアンス CliMA [87] は、変数の型変換や GPUの利用が容易な新しいプログラミング

言語である Juliaを用いて、ClimateMachine.jlをはじめとする新たな気候モデルソフトウェア群を整備

している (例えば Sridhar et al., 2021 [88])。欧州では、ECMWFが気候モデルの格子生成、離散化、プ

ロセス並列化などを容易に切り替えられる DSL言語 Atlas[89]を開発し、従来のスペクトルモデルから

格子モデルへの移行や、マシンアーキテクチャの移行をスムーズに行おうとしている。物理過程につい

ても、前述の GridTools/GT4Py を用いた実装が進められている。英国気象局は次世代モデル開発基盤

として PSyclone というドメイン特化コンパイラを開発し、DSL で記述した新たな大気・海洋モデルの

力学コアのプログラムコードをマシンに合わせた形で生成する機能のほか、既存の Fortran コードを解

析して変換する機能を実現した [90]。また、EUの次世代地球システムモデル開発のための国際共同プロ

ジェクト NextGEMS(https://nextgems-h2020.eu/)に関連して、ドイツ気象局とマックスプランク

気象研究所が共同で開発した気候モデル ICONを、GridTools/GT4Pyを用いて置き換えるプロジェク

ト (https://exclaim.ethz.ch/the-project.html)が進行している。

https://nextgems-h2020.eu/
https://exclaim.ethz.ch/the-project.html
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人工知能技術の活用

ディープニューラルネットワークをはじめとする機械学習技術の急速な進展は、気象・気候分野におい

ても無視できないものとなった。この技術はまず気象・気候予測データから意味のある現象を抽出する試

みから開始された。NICAMの計算結果から台風の「卵」を検出する試みは機械学習研究のコミュニティ

で広く行われている公開コンペの形で開催され、気象学と情報科学分野の新たな共同研究の繋がりを形

成した [91]。気候データセットを用いた極端現象の抽出は 2018 年のゴードン・ベル賞に選出され [92]、

その DNN アルゴリズムは現在機械学習のベンチマークである MLperf の一部として広く利用されてい

る [93]。低解像度のシミュレーション結果から、高解像度の気象場分布を推定・生成する「超解像」と

いう技術についても、ダウンスケーリングを用いた影響評価に用いられつつある (例えば Baño-Medina,

2019[94], Serifi et al., 2021[95], Vaughan et al., 2022[96])。

機械学習技術をモデルシミュレーションの高速化に利用するという考え方も台頭してきている。物理モ

デルの結果を用いてニューラルネットワークを学習させ、「代理モデル」として利用することにより、計

算時間を 100-1,000倍高速化させようというものである。長時間の計算には向かない超高解像度計算や、

爆発的に増加する観測データを用いて、まずは物理コンポーネントの中でも雲過程 [97, 98] や放射過程

[99]などのデータ駆動型モデルの構築が研究されている。また、粗い空間解像度の気候モデルの各格子点

に高解像度 2次元大気モデルを埋め込む「スーパーパラメタリゼーション」という手法の延長として、埋

め込まれた子モデルをデータ駆動型モデルで代替する試みも進められている [100, 101]。

新たな計算原理等に基づくコンピュータの利用

量子コンピュータやニューロモーフィックコンピュータなどの、ノイマン型とは異なる原理に基づくコ

ンピュータが台頭してきている。これらのコンピュータは今のところ特定のアルゴリズムの計算を劇的に

高速化するが、気象・気候モデルが現状利用しているアルゴリズムは多岐に渡り、その全てを新計算原理

によってカバーできるわけではないため、まだ応用について検討が始められたばかりである。しかし、当

初は特定の用途のために開発された GPUが世代を重ねることでより汎用化され、現在のように気象モデ

ルの大半のコンポーネントを GPU上で計算できるようになったという歴史を鑑みても、さまざまなハー

ドウェア・ソフトウェアの研究開発により実用的な利用が進む可能性はある。また、特定の物理課程につ

いては新計算原理を活用したパラメタリゼーション研究やモデリング研究が行われると考えられる。

近年利用が活発化している計算機コンポーネントに、FPGAがある。FPGAはプログラミングされた

アルゴリズムを回路で再現するものであり、気象・気候モデルを含むデータ転送律速型のアプリケーショ

ンの計算を高速化、省エネ化する。現状における FPGA利用の課題はチップサイズであり、巨大な気象

モデルのソースコードをまるまるチップ上に再現するには回路面積が足りない。高位合成と呼ばれる回路

作成についても時間がかかり過ぎて実用的ではないという問題がある。しかし FPGAについても、今後

の技術進展によって気象モデルの一部または全部を FPGAで計算し高速化するといったことが現実に可

能となることが期待され (例えば Ashworth et al., 2019[102])、モデル側の研究開発についても、積極的

な検討を行うべきである。
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付録 A

用語集

用語 解説

A-Z

CFL条件

クーラン条件ともいう。離散化された運動方程式で数値解析を行う際に、

用いる時間ステップ ∆t の値が、実際の波動が隣り合う格子に伝達する

までの時間よりも小さくなければならないという制約条件。

MJO

マッデン・ジュリアン振動は、水平方向に数 1000kmにわたる巨大な積

乱雲群（対流活動が活発な領域）が、赤道付近を東に向かって進んでい

く現象。30～60日周期で繰り返し発生する大気変動の一つだが、数値モ

デルでの再現が難しい現象の一つとして知られている。

あ行

アンサンブル実験

シミュレーションモデルに対して与える条件のわずかな違いにより結果

に差がもたらされる場合に、少しずつ条件を変えて多数の実験を行うこ

とで、結果の統計的な扱いを可能にする数値実験手法。このときの個々

の実験をアンサンブルメンバーと呼び、この数が多いほど結果の統計的

有意性は高くなる。

か行

気候モデル

大気や海洋の運動方程式やエネルギー伝達に関わる方程式、格子スケー

ル以下の空間規模を持つ現象を記述するためのパラメタ化といった支配

方程式を数値的に解くことで、エルニーニョなどの気候の内部振動や、地

球温暖化など外的要因による気候の変化の再現や予測を行うシミュレー

ションモデル。支配方程式を大胆に簡略化した簡易気候モデルも含める

ことがあるが、本稿では、第 1原理としての支配方程式を直接数値的に

解く大気海洋結合大循環モデルのことを指している。

（次ページに続く）
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用語 解説

季節内振動現象

中緯度帯にみられる高低気圧等の総観規模現象に比べて長く、季節変化

より短い時間スケール (おおよそ 10日～90日周期)の現象を総称して季

節内振動現象と呼ぶ。有名な季節内振動現象として、地球規模の活発な

積雲活動域が熱帯を東進していくMadden-Julian振動や、アジアにおけ

るモンスーン活動が知られており、中長期予報を行う際の重要な現象と

考えられている。

球面調和関数展開
球面調和関数は完全性をもち、球面上の任意の連続関数を一意に展開で

きる。このため、球面上のスカラー場の表現に用いられる。

境界層

大気層のうち、地表面に最も近い大気の層。正式には大気境界層という。

地表面の影響を熱や摩擦応力などを介して強く受ける。境界層の厚さは

日変化や季節変化、場所による変化があるが、熱対流が卓越していると

きは、高度 1000m～2000m に達する。大気境界層内では、乱流による

熱、運動量、物質の輸送が卓越している。

極端現象 極端な高温/低温や強い雨など、特定の指標を越える現象のこと。

雲フィードバック

外力（例えば温室効果気体の増加）が直接的にもたらす気候変化によっ

て雲の頻度や高さ、厚さが変化し、それが気候変化をさらに増幅（正の

フィードバック）、もしくは減衰（負のフィードバック）させる働き。

さ行

地球温暖化

気候変動の一種で、温室効果ガスによって地球表面の大気や海洋の平均

温度が長期的に上昇する現象。ここで温室効果とは、大気圏を有する惑

星の表面から発せられる放射（電磁波により伝達されるエネルギー）が

大気圏外に届く前にその一部が大気中の物質に吸収されることで、その

エネルギーが大気圏より内側に滞留し、結果として大気圏内部の気温が

上昇する現象。温室効果ガスとは、大気圏にあり、地表から放射された

赤外線の一部を吸収することにより温室効果をもたらす気体の総称であ

り、対流圏オゾン、二酸化炭素、メタンなどが該当する。

た行

デジタルツイン

実世界の測定データによってリアルタイムで駆動される、仮想世界上に

構築された実世界のデジタル複製。元々は工業生産や宇宙技術から産ま

れた概念であるが、AIやクラウド技術の発達で、現在では地球環境を含

め幅広い分野で用いられている。

トレーサ

一般的に大気や海洋の流れの影響を受けて、モデル内を移動する微量気

体成分、溶存成分や個体のことを (パッシブ)トレーサーと呼ぶ。海洋生

態系モデルにおいては栄養塩、植物・動物プランクトンや魚類がトレー

サにあたる。

（次ページに続く）
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用語 解説

な行

は行

パラメータ化, パラメタ

リゼーション

連続流体の性質を持つ大気を数値モデル化する際、有限個の格子や波数

で表現する必要がある。このとき、モデル格子で表現できない格子サイ

ズよりも小さなスケールの現象が格子スケールの現象に及ぼす影響が無

視できないことがある。そのとき、格子の物理量を用いて、格子サイズ

よりも小さな現象が格子スケールに及ぼす影響を表現することをパラメ

タ化といい、その手法のことをパラメタリゼーションという。

パリ協定

地球温暖化対策に関わる国際的な法的枠組み。2015年にフランス・パリ

で開催された国連気候変動枠組条約第 21回締約国会議 (COP21)で採択

された。気候変動枠組条約に加盟する 196カ国全ての国が削減目標・行

動をもって参加することをルール化した。世界共通の長期目標として、

「世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2Cより十分低く保つと

ともに、1.5Cに抑える努力を追求すること」が掲げられている（全国地

球温暖化防止活動推進センターによる資料*1を一部抜粋）。

非静水圧

大気や海洋の支配方程式を考える際、水平方向に十分大きな現象（気象

では数十キロ以上）に着目する場合は、重力と鉛直方向の気圧傾度力が

釣り合っていると近似 (静水圧近似または静水圧近似と呼ぶ)することが

できる。全球を対象とした多くの大気・海洋モデルでは、静水圧近似し

た方程式が用いられている。一方、より細かな現象に着目する場合など

は、静水圧近似が成り立たず、鉛直方向の運動方程式を陽に考慮する必

要がある。このような方程式を、非静水圧の方程式と呼ぶ。

微物理過程

大気中で雲を構成する水滴・氷晶 (雲粒)が、発生してから、雨・雪など

の降水現象として地表面に落下する、もしくは蒸発により消滅するまで

の一連の成長・消滅過程をさす。雲粒同士が大気中で衝突して併合する

過程、雲粒が凍結・融解する過程などがある。

フーリエモード展開

時間微分を含む偏微分方程式を、正弦波の重ね合わせであるフーリエ級

数に変換すること。複雑な波動を単純な波の重ね合わせとして表現する

ことができる。

ブシネスク近似
流体を非圧縮性とし、圧力の変化に伴う密度変化は無視するが、温度変

化に伴う密度変化は考慮する近似手法。

(平衡)気候感度

大気中の CO2 濃度が倍増した時に実現する、（平衡状態における）全球

平均した地上気温の上昇量。詳しい解説は (吉森 et al. 2012) を参照の

こと。

（次ページに続く）

*1 https://www.jccca.org/global-warming/trend-world/paris_agreement（2022年 5月 4日閲覧）

https://www.jccca.org/global-warming/trend-world/paris_agreement
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用語 解説

ま行

メソ降水系

水平スケールが 100km 程度 (メソスケール) の積乱雲の集合体である。

単純な集合体ではなく、上昇・下降流域といった構造を持つ「系」であ

るため、単一の積乱雲に比べて寿命が長い（6時間以上）。大気の状態や

地域特性によって形態を変え、停滞すると同じ場所に多量の降水をもた

らす。

ら行

力学コア

気象・気候モデルにおいて、流体力学の方程式系を解く部分。有限差分

法、有限体積法、有限要素法などの格子ステンシル計算や、スペクトル

法（フーリエ変換、ルジャンドル変換）を用いて計算され、雲微物理や

大気放射などの諸物理過程の計算部分と対比して用いられる。
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